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はじめに

放課後等デイサービスは、平成２４年４月１日施行の児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号、以下「法」という）改正による障害児施設・事業の一元化により、障害

のある学齢児に対する新たな事業として位置付けられました。平成３０年４月には、

法改正当初から事業を運営し始めている事業者は６年間の期間が満了し、初めて指定

更新の時期を迎えました。この間、利用する子どもの人数、費用及び事業所の数が大

幅に増加する一方で、支援の質に関する課題が繰り返し叫ばれ、こうした現状を踏ま

えて事業をとりまく体制も変化を続けてきました。平成２７年４月には、障害児支援

の在り方に関する検討会報告書における「支援の一定の質を担保するための全国共通
の枠組みが必要」という提言を受けて、「障害児への支援の基本的事項や職員の専門

性の確保等を定めたガイドライン」（以下「国ガイドライン」という）が策定されま

した。その後、支給量の目安が示された他、運営基準の遵守、監査の強化、さらには

指定基準の見直しや国ガイドラインの遵守、自己評価結果公表の義務付け、及び事業

所の情報公表制度の開始等が規定されるなど、年々制度は厳格化しております。 

全ての子どもの最善の利益を保証し健全な育成を図るために、川崎市内の全ての事

業所が、国ガイドラインに沿った質の高いサービスを提供する必要があります。 

しかし、上記のような変遷を以てしてもなお、川崎市における事故や苦情、及び不

適切な対応等についての通報等は後を絶たず、同じ市内の事業所の中でも支援の質に

開きが出ているのが現実です。 

そこで今回、国ガイドラインを適宜参照・引用しながら、川崎市の実情等を踏まえ

た「川崎市版放課後等デイサービスガイドライン」を策定しました。 

川崎市版も国ガイドラインと同様に、支援の基本的事項を示したものです。 

各事業所におかれましては、支援の現場で悩んだ時、立ち止まった時、又はミーテ

ィングや研修を実施する時などに、支援の質の向上を図るための材料としてお役立て

いただけたら幸いです。 

○本書は、令和３年８月時点の内容で編集しています。 

○全体の構成は下図のとおり、国ガイドラインと川崎市の解釈を対応させ、左右対称形式で掲載しています。  

○国ガイドラインは、「１ 総則」、「２ 設置者・管理者向けガイドライン」、「３ 児童発達支援管理責任者向

けガイドライン」、「４ 従業者向けガイドライン」の４部構成で、総則以外は役割ごとに記載されています。一

部制度改正前の文言等も含まれておりますが、原文のまま掲載しております。  
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１ 総則

（１）ガイドラインの趣旨 （川崎市の解釈） 

放課後等デイサービスは平成２４年４

月に児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号）に位置づけられた新たな支援であ

り、その提供が開始されてから間もない

こともあって、利用する子どもや保護者

のニーズは様々で、提供される支援の内

容は多種多様であり、支援の質の観点か

らも大きな開きがあるとの指摘がなされ

ている状況にある。このような状況を踏

まえて、平成２６年７月に取りまとめら

れた障害児支援の在り方に関する検討会

報告書「今後の障害児支援の在り方につ

いて」において、「支援の一定の質を担

保するための全国共通の枠組みが必要で

あるため、障害児への支援の基本的事項

や職員の専門性の確保等を定めたガイド

ラインの策定が必要」、「特に、平成２

４年度に創設した放課後等デイサービス

については、早期のガイドラインの策定

が望まれる」との提言がなされたところ

である。 

現在の放課後等デイサービスの提供形

態の多様性に鑑みれば、「放課後等デイ

サービスはこうあるべき」ということに

ついて、特定の枠にはめるような形で具

体性をもって示すことは技術的にも困難

であり、支援の多様性自体は否定される

べきものではない。しかしながら、提供

される支援の形態は多様であっても、障

害のある学齢期の子どもの健全な育成を

図るという支援の根幹は共通しているは

ずであり、したがって、放課後等デイサ

ービスを提供する事業所が、その支援の

質の向上のために留意しなければならな

●本ガイドラインは、国ガイドラインと同

様に、支援の基本的事項を示したもので

す。 

ここに書かれていることは、事業を実施

するに当たっての基本的事項ですが、ただ

実施すれば、自動的に質の高いサービスが

提供できるわけではありません。 

一人ひとりの子どもの発達を支え、健全

な育成を図る観点で、事業所ごとに創意工

夫を常に行わなければなりません。 

【参考】「今後の障害児支援の在り方につ

いて（報告書）」 

厚生労働省 検討会報告書（平成26年７

月） 
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い基本的事項もまた共通するはずであ

る。 

本ガイドラインは、以上のような考え

に基づき、放課後等デイサービスを実施

するに当たって必要となる基本的事項を

示すものであるが、ここに記載されてい

る内容を機械的に実行していけば質の高

い支援提供が確保されるというような、

手取り足取りの事業マニュアルではな

い。各事業所は、本ガイドラインの内容

を踏まえつつ、各事業所の実情や個々の

子どもの状況に応じて不断に創意工夫を

図り、提供する支援の質の向上に努めな

ければならない。 

本ガイドライン並びに別添の「事業者

向け放課後等デイサービス自己評価表」

及び「保護者等向け放課後等デイサービ

ス評価表」は、放課後等デイサービス事

業所における自己評価の際に活用される

ことを想定しており、各事業所は自己評

価の結果を踏まえて、事業運営の改善を

図るとともに、結果についても利用者や

保護者に向けて公表するよう努めなけれ

ばならない。 

また、上述のとおり、放課後等デイサ

ービスは、その提供が開始されてから間

もなく、行われている支援の内容は多種

多様であり、現在においても日々新たな

支援形態が生み出されているものと想像

される。このような状況に鑑みれば、本

ガイドラインが多くの専門家、関係団体

等の協力を得て策定されたものであるに

しても、その内容については不断の見直

しによる改善が図られるべきものであ

る。各事業所が本ガイドラインを活用し

て自己評価を実施するに際して、本ガイ

ドライン自体の問題点に気づくことが想

定されるところであり、今後、そうした

●事業所は「事業者向け放課後等デイサー

ビス自己評価表」及び「保護者等向け放課

後等デイサービス評価表」を用いた評価を

原則として年1回行い、その結果を事業所

運営の改善に活用する必要があります。 

ただし、大きな改善を行う場合等、複数

年次にわたることを妨げません。 

●結果分析と改善結果は、子ども及び保護

者に必ず公表します（評価表自体を公表す

るものではありません。）。 

●評価表の実施状況等は、実地指導等で確

認します。 
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気づき等を丁寧に拾いあげて本ガイドラ

インを更新していくことが求められる。

各事業所の不断の努力による支援の質の

向上とあいまって、本ガイドラインの内

容もまた向上させていかなければならな

いものである。 

●川崎市版ガイドラインも、川崎市の実情

に合わせて内容を見直していかなくてはな

りません。 

（２）放課後等デイサービスの基本的

役割 
（川崎市の解釈） 

○子どもの最善の利益の保障 

放課後等デイサービスは、児童福祉法

第６条の２の２第４項の規定に基づき、

学校（幼稚園及び大学を除く。以下同

じ。）に就学している障害児に、授業の

終了後又は休業日に、生活能力の向上の

ために必要な訓練、社会との交流の促進

その他の便宜を供与することとされてい

る。 

放課後等デイサービスは、支援を必要

とする障害のある子どもに対して、学校

や家庭とは異なる時間、空間、人、体験

等を通じて、個々の子どもの状況に応じ

た発達支援を行うことにより、子どもの

最善の利益の保障と健全な育成を図るも

のである。 

○共生社会の実現に向けた後方支援 

放課後等デイサービスの提供に当たっ

ては、子どもの地域社会への参加・包容

（インクルージョン）を進めるため、他

の子どもも含めた集団の中での育ちをで

きるだけ保障する視点が求められるもの

であり、放課後等デイサービス事業所に

おいては、放課後児童クラブや児童館等

の一般的な子育て支援施策を、専門的な

知識・経験に基づきバックアップする

「後方支援」としての位置づけも踏まえ

つつ、必要に応じて放課後児童クラブ等

との連携を図りながら、適切な事業運営

●放課後等デイサービスは、単なるお預か

りではありません。 

障害のある子どもの状況に合わせた生活

能力の向上などの支援を行うだけではな

く、保護者及び関連機関への専門的支援を

行う役割を担うものです。例えば、 

・学校でのカンファレンス等への参加 

・わくわくプラザ等に対する障害児の支援

方法の助言 

・高校卒業後に障害福祉サービス事業所等

に通う子どもの当該事業所への助言 

などを想定しております。 

●放課後等デイサービスは、地域の障害児

福祉の推進を図る役割が求められていま

す。そのため、各事業所内での支援だけで

完結してはなりません。例えば、 

・わくわくプラザ等を併用している子ども

のケースカンファレンス等を主体的に開催 

・区内の連絡会議等への参加 

・地域の行事に参加し、障害児施策の周知

に努める 

など、障害児支援の専門機関としての事業

展開を考える必要があります。 
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を行うことが求められる。さらに、一般

的な子育て支援施策を利用している障害

のある子どもに対して、保育所等訪問支

援を積極的に実施する等、地域の障害児

支援の専門機関としてふさわしい事業展

開が期待されている。 

○保護者支援 

放課後等デイサービスは、保護者が障

害のある子どもを育てることを社会的に

支援する側面もあるが、より具体的に

は、 

① 子育ての悩み等に対する相談を行う

こと 

② 家庭内での養育等についてペアレン

ト・トレーニング等活用しながら子

どもの育ちを支える力をつけられる

よう支援すること。 

③ 保護者の時間を保障するために、ケ

アを一時的に代行する支援を行うこ

とにより、保護者の支援を図るもの

であり、これらの支援によって保護

者が子どもに向き合うゆとりと自信

を回復することも、子どもの発達に

好ましい影響を及ぼすものと期待さ

れる。 

●放課後等デイサービスは、保護者への支

援も求められています。 

保護者への支援とは、「保護者の要望」

をそのまま受け入れるだけ、というもので

はありません。具体的には、 

・子育て全般の相談に乗る 

・子どもに対する関わり方のスキルを助言 

・学校卒業後の日中活動先の選択など、そ

の子の状況にあわせた進路相談 

などの支援が挙げられます。 

●保護者の相談に対応するためには、事業

所以外（学校、他利用事業所、家庭内の状

況など）での子どもの様子も把握する必要

があります。 

加えて、相談したいと思える専門知識の向

上に努めることも必要です。 

●利用回数についての適切な助言をするこ

とも保護者支援です。 

平成２８年３月７日の障発0307第１号

で、支給量の目安が原則として、各月の日

数から８日を控除した日数を上限とするこ

とが規定されました。 

保護者の「預けたい」という要望だけに

目を向けてしまうと、子どもが地域で育つ

芽を摘む危険性や、家庭で親と過ごせなく

なってしまう場合があることなどにも十分

注意しなければなりません。また、１８歳

以上になると放課後等デイサービスの利用

ができなくなることから、１８歳以上の過

ごし方を見据えた支援計画を立てることが

必要となります。 
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総じて、障害児相談支援事業所で作成さ

れる障害児支援利用計画との連動の重要性

を認識する必要があります。 

（３）放課後等デイサービスの提供に

当たっての基本的姿勢と基本活動
（川崎市の解釈） 

① 基本的姿勢 

放課後等デイサービスの提供に際して

は、子どもの最善の利益を考慮し、人権

に配慮した支援を行うために、子どもの

支援に相応しい職業倫理を基盤として職

務に当たらなければならない。 

放課後等デイサービスの対象は、心身

の変化の大きい小学校や特別支援学校の

小学部から高等学校等までの子どもであ

るため、この時期の子どもの発達過程や

特性、適応行動の状況を理解した上で、

コミュニケーション面で特に配慮が必要

な課題等も理解し、一人ひとりの状態に

即した放課後等デイサービス計画（＝個

別支援計画）に沿って発達支援を行う。 

放課後等デイサービスでは、子どもの

発達過程や障害種別、障害特性を理解し

ている者による発達支援を通じて、子ど

もが他者との信頼関係の形成を経験でき

ることが必要であり、この経験を起点と

して、友達とともに過ごすことの心地よ

さや楽しさを味わうことで、人と関わる

ことへの関心が育ち、コミュニケーショ

ンをとることの楽しさを感じることがで

きるように支援する。また、友達と関わ

ることにより、葛藤を調整する力や、主

張する力、折り合いをつける力が育つこ

とを期待して支援する。基本活動には、

子どもの自己選択や自己決定を促し、そ

れを支援するプロセスを組み込むことが

求められる。また、日常的な子どもとの

関わりを通じて、保護者との信頼関係を

構築し、保護者が子どもの発達に関して

●保護者の要望だけを優先せず、子どもの

最善の利益という視点を常に意識する必要

があります。 

例えば、保護者の要望でも、客観的には

子どもの成長、発達又は親子関係によくな

いと判断した場合、保護者との信頼関係を

土台に、保護者の気持ちに寄り添いながら

適切な助言をすること等が挙げられます。 

●放課後等デイサービスの対象は、障害の

ある子どもである前に、成長過程にある子

どもであるということを意識しなければな

りません。子どもの年齢、性別にあわせた

発達過程を理解した上で、個別の障害特性

を踏まえた支援が求められます。 

通所支援計画は、一人ひとりの子どもの

生活や発達の課題、及び置かれている環境

等をアセスメントした上で作成されるもの

であり、全く同じものはないはずです。 

●子どもに対する支援において、子どもの

自己選択、自己決定を促すことを意識する

必要があります。「ダメ」や「いけない」

ばかりのネガティブな対応ではなく、子ど

もの力を伸ばすような、子どもの強みに着

目するストレングスの視点を意識しながら

対応してください。 

●子どもの発達過程を理解した支援を提供

するに当たって、保護者との信頼関係を築

くことは不可欠です。 

「保護者が何も言ってこないから問題な

い」という姿勢ではなく、積極的に保護者

とコミュニケーションをとり、適宜聞き取

りや相談を受けながら、より良い成長を保

護者とともに考えていく必要があります。 
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気兼ねなく相談できる場になるよう努め

る。 

放課後等デイサービスは、子どもに必

要な支援を行う上で、学校との役割分担

を明確にし、学校で作成される個別の教

育支援計画と放課後等デイサービス計画

を連携させる等により、学校と連携を積

極的に図ることが求められる。また、不

登校の子どもについては、学校や教育支

援センター、適応指導教室等の関係機

関・団体や保護者と連携しつつ、本人の

気持ちに寄り添って支援していく必要が

ある。 

② 基本活動 

①の基本的姿勢を踏まえ、子ども一人

ひとりの放課後等デイサービス計画に沿

って、下記の基本活動を複数組み合わせ

て支援を行うことが求められる。 

ア 自立支援と日常生活の充実のため

の活動 

子どもの発達に応じて必要となる

基本的日常生活動作や自立生活を支

援するための活動を行う。子どもが

意欲的に関われるような遊びを通し

て、成功体験の積み増しを促し、自

己肯定感を育めるようにする。将来

の自立や地域生活を見据えた活動を

行う場合には、子どもが通う学校で

行われている教育活動を踏まえ、方

針や役割分担等を共有できるように

学校との連携を図りながら支援を行

う。 

●学校との連携は欠かせません。 

教育と福祉という両輪で支援するために

は、保護者の同意を得た上で、学校におけ

る個別の教育支援計画等と連動する通所支

援計画を作成することが必要です。 

●不登校の子どもに、漫然と支援を提供し

ないように留意しましょう。 

放課後等デイサービスは不登校支援では

なく、あくまで「授業の終了後又は休業日

に、生活能力向上のために必要な訓練、社

会との交流の促進その他必要な支援を行

う」事業であることを念頭に置き、適切な

支援へつなげる必要があります。 

具体的には、子どもや保護者に寄り添い

ながら、学校や区役所などの関係団体とカ

ンファレンスを開催するなどして、適切な

支援へつなげるべく連携してください。 

●法定事業として、給付費で運営をしてい

ることを十分に理解した活動を提供してく

ださい。例えば、 

・１日の半分がドライブ 

・従業者共々ゴロゴロしているだけ 

・漫然と１日中室内でおもちゃ遊びやゲー

ムをさせているだけ 

・テレビやDVDをつけっ放し 

・学校の授業の補習のみで終わる 

などの状態は想定されません。 
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イ 創作活動 

創作活動では、表現する喜びを体

験できるようにする。日頃からでき

るだけ自然に触れる機会を設け、季

節の変化に興味を持てるようにする

等、豊かな感性を培う。 

ウ 地域交流の機会の提供 

障害があるがゆえに子どもの社会

生活や経験の範囲が制限されてしま

わないように、子どもの社会経験の

幅を広げていく。他の社会福祉事業

や地域において放課後等に行われて

いる多様な学習・体験・交流活動等

との連携、ボランティアの受入れ等

により、積極的に地域との交流を図

っていく。 

エ 余暇の提供 

子どもが望む遊びや自分自身をリ

ラックスさせる練習等の諸活動を自

己選択して取り組む経験を積んでい

くために、多彩な活動プログラムを

用意し、ゆったりとした雰囲気の中

で行えるように工夫する。

●地域交流の機会を提供することは、単に

経験を増やすのみならず、学校卒業後の地

域での生活につなげる意味があります。 

地域の特性などを十分に把握し、学校卒

業後に子どもがその地域で生活していくた

めに、地域で理解され、生活する場を作っ

ていきます。 

●余暇を過ごす状況を漫然と見守ることは

想定していません。子どもの状況に応じ

た、適切な余暇の提供ということを意識

し、日々の過ごし方についての、その子ど

もの情報収集を積極的に行いましょう。 

（４）事業所が適切な放課後等デイサ

ービスを提供するために必要な組

織運営管理 

（川崎市の解釈） 

放課後等デイサービス事業所が適切な

支援を安定的に提供することにより、障

害のある子どもの健全な育成に貢献する

とともに、子どもや保護者の満足感、安

心感を高めるためには、組織運営管理を

適切に行う必要がある。 

●直接支援に関わらない設置者自らが事業

内容について深く学ぶことが、適切な支援

の提供のために必要です。設置者に事業へ

の理解がないと、適切な人員配置や備品の

適切な整備など、事業に必要な運営が保た

れないこととなります。 

●設置者は、定期的に事業所の様子を見に

行く、又は現場の従業者の意見を聞く機会
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① 適切な支援の提供と支援の質の向上 

○ 事業所の運営方針や、放課後等デイ

サービス計画、日々の活動に関するタ

イムテーブルや活動プログラムについ

て、そのPlan（計画）、Do（実行）、
Check（評価）、Act（改善）で構成さ
れる一連のプロセス（ＰＤＣＡサイク

ル）を、設置者・管理者、児童発達支

援管理責任者、従業者（児童発達支援

管理責任者以外の従業者をいう。以下

同じ。）（以下「従業者等」と総称す

る。）の積極的な関与のもとで繰り返

し、事業所が一体となって不断に支援

の質の向上を図ることが重要である。

○ 適切な支援を安定的に提供するとと

もに、支援の質を向上させるために

は、支援に関わる人材の知識・技術を

高めることが必要であり、そのために

は様々な研修の機会を確保するととも

に、知識・技術の習得意欲を喚起する

ことが重要である。 

○ 子どもの発達支援には、保護者や学

校をはじめとする様々な関係者が関与

しており、それらの関係者と密に連携

し、情報を共有することにより、子ど

もに対する理解を深めるとともに、支

援の輪の中において放課後等デイサー

ビス事業所に期待される役割を適切に

認識することも、適切な支援を提供

し、支援の質を高めていく上で重要で

ある。 

を設けるなど、運営理念の実現に向けた取

組みをしましょう。 

●管理者は、支援現場の現状、考えを取り

まとめ、改善に向けた取組みをしましょ

う。 

●相互に意見を交換できる仕組みをつくる

努力をしましょう。 

●PDCAサイクルを適切に実践するには、

全ての従業者が意見交換できる場を定期的

に設けることが必要です。 

（管理者、児童発達支援管理責任者だけで

はなく、それ以外の従業者、ドライバー、

非常勤アルバイトやボランティアを含めま

す。） 

●設置者及び管理者は、従業者が知識・技

術を高めるための研修の開催や研修への派

遣を行う等、人材育成に重点的に取組みま

しょう。 

設置者及び管理者は、支援を適切に提供

するためには、従業者が知識・技術の習得

に意欲を持って取り組める環境が不可欠で

あることを理解し、そのために必要な人員

配置等をすることが必要となります。 
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② 説明責任の履行と、透明性の高い事業

運営 

○ 子どもや保護者の満足感、安心感を

高めるためには、提供する支援の内容

を保護者とともに考える姿勢を持ち、

子どもや保護者に対する丁寧な説明を

常に心がけ、子どもや保護者の気持ち

に寄り添えるように積極的なコミュニ

ケーションを図ることが重要である。 

○ 子どもが健全に発達していくために

は、地域社会とのふれあいが必要であ

り、そうした観点からは放課後等デイ

サービス事業所が地域社会からの信頼

を得ることが重要であるが、そのため

には地域社会に対して事業に関する情

報発信を積極的に行う等、地域に開か

れた事業運営を心がけることが求めら

れる。 

③ 様々なリスクへの備えと法令遵守 

○ 子どもや保護者が安心して放課後等

デイサービス事業所の支援を受け続け

られるようにするためには、事業を運

営する中で想定される様々なリスク、

例えば、子どもの健康状態の急変、非

常災害、犯罪、感染症の蔓延等に対す

る、訓練や対応マニュアルの策定、関

係機関・団体との連携等により、日頃

から十分に備えることが重要である。 

○ 子どもの虐待の未然防止や個人情報

保護を徹底する等、関係法令を確実に

遵守することは、子どもの権利擁護の

観点や、子どもや保護者を継続的に支

援していく観点からも非常に重要であ

る。

●子どもやその保護者だけに理解されれば

よいものではありません。障害のある子ど

もが地域で理解され、健全に発達していく

ためにも、地域から信頼されるような情報

発信を心がけてください。 

●サービス提供時間中に、災害や事件、事

故等が発生することを想定し、あらゆるリ

スクごとのマニュアルを整備してくださ

い。具体的には、次のような事態が想定さ

れます。 

・地震・火災・水害 

・救急対応 

・新型コロナウイルスをはじめとする感染

症予防／感染症発生時の対応（ほか、イン

フルエンザ、ノロウイルスなど） 

・アレルギー対応（子どもごとに必要） 

・送迎 

・外出時の交通事故 

・防犯対策 

●感染症による学級閉鎖等、学校の情報を

常に入手して連携すること、また、子ども

だけではなく従業者が感染した場合の対処

方法も明確にすることが必要です。 
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●食中毒の予防及び感染症のまん延の防止

等の観点から、検討委員会、指針の整備、

研修の実施等に加え、事業所内の役割分担

を確認し、訓練を実施していきましょう。 

●防災訓練は、想定外の事象への対応にパ

ニック等をおこしやすいことを鑑みて、繰

り返し行いましょう。また、曜日ごとに来

る子どもが違うため、訓練は全員が参加で

きるように行う必要があります。 

 また、訓練の実施に当たって、地域住民

の参加が得られるよう連携に努めましょ

う。 

●この事業は、災害等にあっても、最低限

のサービス提供を維持していくことが求め

られています。事業継続に必要な事項を定

める「事業継続計画（BCP）」を作成して

おきましょう。 

●子どもによる物損といった損害だけでは

なく、外出時の対人事故、事業所において

事件が起こった場合の損害賠償など、あら

ゆる損害賠償リスクに対応したものに加入

しましょう。 

●不適切・不必要なつながりのツールとな

る可能性があるため、子どもとのＳＮＳは

極力回避してください。連絡手段は客観的

に見て適切なものとしましょう。 

●従業者を守るためにも、アルコール検査

器や声掛け等による、送迎時のアルコール

チェックを行うのが望ましいです。 

●防犯情報、不審者情報などの情報収集に

配慮しましょう。 

●安心して働くことができる職場環境・労

働環境と整える観点から、法人内に相談窓

口を設置するなどの、適切な就業環境維持

（ハラスメント対策）をしていきましょ

う。 
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２ 設置者・管理者向けガイドライン

設置者・管理者は、放課後等デイサービ

スの運営状況の全体を把握し、事業を円滑

に進める役割、児童発達支援管理責任者及

び従業者の意識形成や効率的な配置を行う

役割並びに学校や地域の関係機関・団体と

の連携を図る役割が求められる。 

設置者・管理者は、その事業所が提供す

る放課後等デイサービスの質の評価を行う

ことはもとより、第三者による外部評価の

導入等を通じて、常にその改善を図らなけ

ればならない。 

●設置者・管理者は、運営状況の全体を

把握し、事業を円滑にすすめる役割があ

ります。 

関係機関との連携、人材育成、適切な人

員配置、自己評価及び外部評価などにも

配慮し、事業を運営する必要がありま

す。 

●設置者・管理者は、直接子どもの支援

には当たらなくても、子どもの支援に関

する知識の取得には特に意欲的でなくて

はなりません。これは、現場で働く従業

者の質の確保・意欲喚起のためにも求め

られます。事業運営を事業現場に任せき

りにすることなく、協働してサービスの

質の改善に取組みましょう。 

（１）子どものニーズに応じた適切な支

援の提供と支援の質の向上
（川崎市の解釈） 

① 環境・体制整備 

ア 適正な規模の利用定員 

○ 設備、従業者等の状況を総合的に勘

案し、適切な生活環境と事業内容が確

保されるよう、子どもの情緒面への配

慮や安全性の確保の観点から、適正な

利用定員を定めることが必要である。

イ 適切な職員配置 

○ 放課後等デイサービス事業所におい

ては、指導員又は保育士、児童発達支

援管理責任者、機能訓練担当職員（機

能訓練を行う場合）の配置が必須であ

り、重症心身障害児に対して放課後等

デイサービスを行う場合は、指導員又

は保育士に替えて、児童指導員又は保

育士、さらに嘱託医、看護師、機能訓

●ただ定員数、人員基準を遵守するだけ

ではなく、子どもの状況、従業者の技能

を踏まえて安全な支援が提供できる定

員、人員配置を行いましょう。 

●児童発達管理責任者は常勤専従での配

置が必須、管理者も、その業務内容の重

要性から、可能な限り常勤専従である方

がよいです。 

●現在は「指導員」ではなく「児童指導

員」です（以下同様）。 

＜管理者＞ 

利用者からみれば、最も専門的な知識

を持ち、組織全体を理解している人であ

ると見られているということを十分に想

定し、福祉現場に精通した人材を配置し

ましょう。 

＜児童発達支援管理責任者＞ 
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練担当の配置を行い、医療的ケア等の

体制を整える必要がある。 

○ 常時見守りが必要な子どもへの支援

等のために、必要に応じて指導員又は

保育士を人員配置基準を上回って配置

することも考慮する必要がある。 

○ 児童発達支援管理責任者が個々の子

どもについて作成する放課後等デイサ

ービス計画に基づき、適切な知識と技

術をもって活動等が行われるよう、支

援の単位ごとに、従業者を統括する指

導的役割の職員が配置されている必要

があり、この職員には児童指導員等の

資格を保有する者を充てる等、支援の

質の確保の視点から、適切な職員配置

に留意する必要がある。 

○ 設置者・管理者は、職員一人ひとり

の倫理観及び人間性を把握し、職員と

しての適性を適格に判断する責任があ

る。 

○ 質の高い支援を確保する観点から、

従業者等が心身ともに健康で意欲的に

支援を提供できるよう、労働環境の整

備に努める。 

ウ 適切な設備等の整備 

○ 放課後等デイサービス事業所は、放

課後等デイサービスを提供するための

設備及び備品を適切に備えた場所であ

る必要がある。様々な障害のある子ど

もが安全に安心して過ごすことができ

るようバリアフリー化や情報伝達への

配慮等、個々の子どもの態様に応じた

工夫が必要である。 

資格要件を満たしているだけではな

く、障害児の支援及び通所支援計画の作

成に精通し得る経験と実績があるかどう

かを踏まえて配置しましょう。 

●管理者、児童発達支援管理責任者を初

め従業者が短期間で替わることは、子ど

もや保護者との信頼感を損ね、事業所へ

の不信にもつながります。採用時には、

業務内容について詳細な説明を行った上

で適性を判断して採用し、採用後は年単

位で継続的に仕事に従事できるように配

慮しましょう。 

やむを得ず体制の変更があった場合は、

子どもと保護者へ丁寧な説明をするとと

もに、緊急やむを得ない場合を除き、丁

寧な業務引継ぎを行いましょう。 

●指定基準の人員配置は、あくまで最低

基準であることを認識し、事業所の実情

に合わせた配置を行うことが必要です。 

●送迎時間に全従業者が送迎に出てしま

い、事業所が無人となるような人員配置

は避けましょう。事業所内では送迎を利

用しない子どもや保護者の対応が必要と

なる他、急な欠席連絡や送迎時の不慮の

事故等の連絡にも備えて、いつでも対応

できるよう、従業者１人は事業所内に置

ける人員体制としましょう。 

●子どもの安全上及び健やかな発達上の

理由から、次のような物件での開設は回

避されたいところです。 

・地下及び窓がない物件 

・５階以上の高層階物件 

・非常時に２方向避難ができない物件 

・ビル共用トイレの物件 

・「風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律」の対象となる風俗店か

ら半径200メートル以内の物件 
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○ 放課後等デイサービス事業所の指導

訓練室については、床面積の基準は定

められていないが、児童発達支援セン

ターが児童発達支援事業を行う場合に

おいては子ども一人当たり２．４７㎡

の床面積が求められていることを参考

としつつ、適切なスペースを確保する

ことが望ましい。 

○ 子どもが生活する空間については、

指導訓練室のほか、おやつや学校休業

日に昼食がとれる空間、静かな遊びの

できる空間、雨天等に遊びができる空

間、子どもが体調の悪い時等に休息で

きる静養空間、年齢に応じて更衣ので

きる空間等を工夫して確保することが

必要である。 

室内のレイアウトや装飾にも心を配

り、子どもが心地よく過ごせるように

工夫することが望ましい。 

○ 屋外遊びを豊かにするため、屋外遊

技場の設置や、学校と連携して校庭等

を利用したり、近隣の児童遊園・公園

等を有効に活用することが望ましい。

○ 備品については、遊具のほか、障害

種別、障害特性及び発達状況に応じた

支援ツールを備えることも考慮してい

くことが必要である。 

② ＰＤＣＡサイクルによる適切な事業所

の管理 

設置者・管理者は、ＰＤＣＡサイクルを

繰り返すことによって、継続的に事業運営

を改善する意識を持って、児童発達支援管

理責任者及び従業者の管理及び事業の実施

状況の把握その他の管理を行わなければな

らない。 

ア 事業運営の理念・方針の設定・見直

しと職員への徹底 

・その他、子どもの発達支援にふさわし

くない環境 

●就学児以上を支援する放課後等デイサ

ービスに当たっては、指導訓練室１室に

おいて、子ども一人当たり４㎡以上の床

面積が確保されていることが望ましいで

す。加えて、従業者の数や子どもの年齢

層、障害特性又は成長等に合わせ、それ

以上の配慮も必要となってくることが想

定されます。 

●様々な状況を想定した部屋割りを検討

する必要があります。 

静養室・面談室・更衣スペースは確保

すべきものと考えられます。特に、パニ

ック時等の対応及び個人情報を守るため

には、スペースではなく個室があること

が望ましいです。 

●指定通所支援事業所であることが外か

らも分かるように、玄関や建物の入り口

に必ず看板や表札等をつけてください。 
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○ 放課後等デイサービス事業所ごと

に、運営規程を定めておくとともに、

児童発達支援管理責任者及び従業者に

運営規程を遵守させておかなければな

らない。運営規程には以下の重要事項

は必ず定めておく必要がある。 

【運営規程の重要事項】 

・事業の目的及び運営の方針 

・従業者の職種、員数及び職務の内容 

・営業日及び営業時間 

・利用定員 

・放課後等デイサービスの内容並びに保護

者から受領する費用の種類及びその額 

・通常の事業の実施地域 

・サービスの利用に当たっての留意事項 

・緊急時等における対応方法 

・非常災害対策 

・事業の主たる対象とする障害の種類を定

めた場合には当該障害の種類 

・虐待の防止のための措置に関する事項 

・その他運営に関する重要事項 

○ 事業の目的及び運営方針は、本ガイ

ドラインの総則に記載されている放課

後等デイサービスの基本的役割、基本

的姿勢や、地域での子どもや保護者の

置かれた状況、放課後等デイサービス

事業が公費により運営される事業であ

ること等を踏まえ、適切に設定する。

○ 事業の目的及び運営方針の設定や見

直しに当たっては、児童発達支援管理

責任者及び従業者が積極的に関与でき

るように配慮する。 

○ 児童発達支援管理責任者及び従業者

の採用に当たっては、事業所の目的及

び運営方針を始めとした運営規程の内

容を丁寧に説明するとともに、様々な

機会を通じて繰り返しその徹底を図

る。 

●運営規程は、事業所運営の基本です。

そのため、記載例どおりに作成するだけ

で済ませたり、他事業所の転用をしたり

はせず、独自に検討して作成してくださ

い。また、事業開始時に作ってそれで終

わりではなく、運営の基本として絶えず

立ち戻り、必要に応じて改定していくも

のであります。 
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イ 複数のサイクル（年・月等）での目

標設定と振り返り 

○ ＰＤＣＡサイクルにより不断に業務

改善を進めるためには、児童発達支援

管理責任者及び従業者が参画して、複

数のサイクル（年間のほか月間等）で

事業所としての業務改善の目標設定と

その振り返りを行うことが望ましい。

年間の振り返りに当たっては、本ガイ

ドラインに基づく自己評価を実施し、

その結果を事業運営に反映させ、自己

評価結果については事業所の会報やホ

ームページ等で公表するよう努めるも

のとする。 

○ 可能な限り第三者による外部評価を

導入して、事業運営の一層の改善を図

る。 

ウ コミュニケーションの活性化等 

○ ＰＤＣＡサイクルによる業務改善が

適切に効果を上げるには、現状の適切

な認識・把握と、事業所内での意思の

疎通・情報共有が重要である。 

○ サービス提供の日々の記録について

は、児童発達支援管理責任者が掌握す

る以外に、従業者同士での情報共有を

図ることも支援の質の向上のために有

用である。職場での何でも言える雰囲

気作りや職員同士のコミュニケーショ

ンの活性化も設置者・管理者の役割で

ある。 

○ 放課後等デイサービス計画の作成・

モニタリング・変更の結果について、

児童発達支援管理責任者から報告を受

ける等、児童発達支援管理責任者や従

業者の業務の管理及び必要な指揮命令

を行う。 

●日々の支援記録は、通所支援計画に基

づく支援の視点を持って記録されるもの

であって、それぞれの子どもに即したサ

ービス提供ができているかを振り返るも

のであります。定期的にミーティング等

で支援の共有をし、振り返りの機会を設

けてください。 

●通所支援計画については、児童発達支

援管理責任者だけではなく、全従業者が

共有します。 

●一人ひとりの個別ファイルを作成して

保管しましょう。日々の記録を含め、計

画に沿った支援が行われているか、全て

の記録が子どもごとに確認、振り返りが

できるような保管方法をとりましょう。 

●従業者同士のコミュニケーションの活

性化は、働きやすい環境をつくるだけで

はなく、虐待の早期発見にもつながりま

す。 

毎日の朝礼、ミーティングでの事例検

討等で、保護者からの虐待疑いのあるケ

ースを把握し、行政と連携を取り、支援

につながる例もあります。このような取

組みが広がることが期待されます。 
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○ 支援内容の共有や職員同士のコミュ

ニケーションの活性化が事業所内虐待

の防止や保護者による虐待の早期発見

に繋がるものであることも認識してお

くとともに、設置者・管理者も、適切

な支援が提供されているか掌握してお

く必要がある。 

エ 子どもや保護者の意向等の把握 

○ ＰＤＣＡサイクルによる業務改善を

進める上で、支援を利用する子ども及

び保護者の意向や満足度を把握するこ

とが必要であり、例えばアンケート調

査を実施して、意向等を把握すること

が考えられる。 

○ 子ども及び保護者の意向等を踏まえ

て行うこととした業務改善への取組に

ついては、子ども及び保護者に周知す

ることが望ましい。 

オ 支援の継続性 

○ 放課後等デイサービスは、子どもや

保護者への支援の継続性の観点から継

続的・安定的に運営することが望まし

い。やむを得ず事業を廃止し又は休止

しようとする時は、一月前までに都道

府県知事等に届け出なければならな

い。この場合、子どもや保護者に事業

を廃止又は休止しようとする理由を丁

寧に説明するとともに、他の放課後等

デイサービス事業所等を紹介する等、

子どもや保護者への影響が最小限に抑

えられるように対応することが必要で

ある。 

●事業所は「事業者向け放課後等デイサ

ービス自己評価表」及び「保護者等向け

放課後等デイサービス評価表」を用いた

評価を原則として年１回行い、その結果

を事業所運営の改善に活用する必要があ

ります。 

ただし、大きな改善を行う場合等、複数

年次にわたることを妨げません。 

●結果分析と改善結果は、子ども及び保

護者に必ず公表します（評価表自体を公

表するものではありません。）。 

●評価表の実施状況等は、実地指導等で

確認します。 

●支援の継続性とは、事業所が継続して

運営するだけではなく、管理者や児童発

達支援管理責任者を初め、全ての従業者

が継続的に子どもの支援に当たることを

意味します。 

●管理者、児童発達支援管理責任者を含

め、従業者が短期間で変わることは、子

どもや保護者との信頼感を損ね、事業所

への不信にもつながります。採用時に

は、業務内容について詳細な説明を行

い、適性を判断して採用し、採用後は年

単位で継続的に仕事に従事できるように

配慮しましょう。 

やむを得ず体制の変更があった場合

は、子どもと保護者へ丁寧な説明をする
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③ 従業者等の知識・技術の向上 

ア 従業者等の知識・技術の向上意欲の

喚起 

○ 児童発達支援管理責任者及び従業者

の知識・技術の向上は、放課後等デイ

サービスの提供内容の向上に直結する

ものであり、児童発達支援管理責任者

及び従業者の知識・技術の向上への取

組は、設置者・管理者の重要な管理業

務の一つである。

○ 設置者・管理者は、従業者等の資質

の向上の支援に関する計画を策定し、

その計画に係る研修の実施又は研修の

機会を確保することが望ましい。資質

の向上の支援に関する計画の策定に際

しては、児童発達支援管理責任者や従

業者を積極的に参画させることが望ま

しい。 

○ 放課後等デイサービスを適切に提供

する上で、放課後等デイサービスに期

待される役割、子どもの発達段階ごと

の特性、障害種別・障害特性、関連す

る制度の仕組み、関係機関・団体の役

割、児童虐待への対応、障害者の権利

に関する条約の内容等を理解すること

が重要であり、児童発達支援管理責任

者及び従業者に対してこうした知識の

習得に向けた意欲を喚起する必要があ

る。 

○ 障害種別、障害特性に応じた支援や

発達段階に応じた支援、家族支援等に

係る適切な技術を従業者が習得するこ

とが、子どもの発達支援や二次障害の

予防、家庭養育を支えるといった視点

から重要であり、児童発達支援管理責

任者及び従業者に対してこうした技術

とともに、緊急やむを得ない場合を除

き、丁寧な業務引継ぎを行いましょう 

●設置者・管理者は、従業者の育成計画

を作成し、それらに基づいた研修を計画

します。また、研修計画は従業者に周知

します。支援が内部だけで完結しないよ

う意識し、内部研修の充実だけではな

く、外部研修への参加も行い、事後の伝

達も含めて事業所全体のスキルアップを

図りましょう。なお、研修の企画等は、

児童発達支援管理責任者が中心になりま

すが、従業者の意見を参考にすることも

必要です。 

●成長過程にある子どもを長期的に支援

していく事業であることから、従業者育

成は高度な専門性が求められます。事業

所の設置者や管理者は、専門的な知識を

有した人物であることが想定されます。 

●この事業の運営には、多角的な視点が

求められます。障害理解はもちろん、子

どもの発達段階や家族支援など、様々な

知識の習得に努めましょう。 
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の習得に向けた意欲を喚起する必要が

ある。 

イ 研修受講機会等の提供 

○ 設置者・管理者は、従業者等の資質

向上を図るため、研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

具体的には自治体や障害児等関係団

体が実施する研修等への児童発達支援

管理責任者及び従業者の参加、事業所

における勉強会の開催、事業所に講師

を招いての研修会の実施、児童発達支

援管理責任者及び従業者を他の事業所

等に派遣しての研修、事業所内におけ

る児童発達支援管理責任者及び従業者

の自己研鑽のための図書の整備等が考

えられる。 

○ 児童発達支援管理責任者は、従業者

に対する技術指導及び助言を行うこと

も業務となっており、設置者・管理者

は、事業所内における研修の企画等に

当たっては、児童発達支援管理責任者

と共同して対応していくことが望まれ

る。 

④ 関係機関・団体や保護者との連携 

ア 相談支援事業者との連携 

○ 障害児相談支援事業所が作成する障

害児支援利用計画は、相談支援専門員

が総合的な援助方針や解決すべき課題

を踏まえ最も適切なサービスの組合せ

●研修への参加は不可欠です、人員体制

上の理由などで参加できないことは想定

されません。全ての従業者が定期的に研

修を受講できるような人員体制とするこ

とが必要です。また、従業者の資質向上

のために、あらゆる研修を意欲的に取り

入れましょう。 

＜外部研修＞ 

正規従業者であれば毎年１回以上は参

加させましょう（外部研修への参加がで

きなかった従業者に対しては、研修報告

等で間接的に参加させます。）。自治

体、障害児等関係団体が実施するもの以

外に、他事業所との勉強会や他事業所へ

の派遣なども望ましいです。 

＜内部研修 （事業所内研修、法人内研

修）＞ 

ミーティング内研修も含め、毎月１回

程度の開催が望ましいです。日々の支援

の振り返りや風通しの良い職場づくりに

もなることを意識しましょう。 

●児童発達支援管理責任者は、従業者に

対して指導及び助言をする立場でもあり

ます。 

このことを踏まえ、その時々の利用児童

の通所支援計画を実践していくために、

従業者育成の計画・更新を管理者ととも

に検討する必要があります。 

●放課後等デイサービスは、外部機関と

の連携が欠かせないサービスです。具体

的には、 

・学校や区役所等が主催する合同カンフ

ァレンスへ参加 
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等について検討し、子ども又は保護者

の同意のもと作成するものである。 

放課後等デイサービス事業所の放課

後等デイサービス計画は、児童発達支

援管理責任者が、障害児支援利用計画

における総合的な援助方針等を踏ま

え、当該事業所が提供するサービスの

適切な支援内容等について検討し、子

ども又は保護者の同意のもと作成する

ものである。両計画が連動して機能す

ることによって、子どもに対する支援

がより良いものとなっていくものであ

り、設置者・管理者はこの連動の重要

性を認識しておく必要がある。 

○ 障害児相談支援事業所の相談支援専

門員が開催するサービス担当者会議の

招集に対し、設置者・管理者は従業者

あるいは児童発達支援管理責任者のう

ち、当該子どもの状況に精通した最も

ふさわしい者を参画させなければなら

ない。 

○ サービス担当者会議は、障害児支援

利用計画案に位置付けられた福祉サー

ビス等の担当者が、障害児支援利用計

画案の内容について、専門的な見地か

らの意見を述べるものである。 

サービス担当者会議に参画する担当

者は、障害児支援利用計画案に位置づ

けられた放課後等デイサービス事業所

に期待される役割を確認するととも

に、障害のある子どもが、他の子ども

や地域社会から安易に切り離されない

ための配慮等、子どもの最善の利益の

観点から意見を述べることが重要であ

る。障害児支援利用計画のモニタリン

グ時には、その時点までの放課後等デ

イサービスの提供状況を踏まえて、課

・必要があれば自ら主体的にカンファレ

ンスを開催するなど、積極的な連携 

設置者・管理者は、児童発達支援管理責

任者を中心とした従業者が、外部機関と

の連携に必ず参加できる人員体制にする

必要があります。 

●相談支援専門員が開催するサービス担

当者会議への招集に対しては、緊急時等

の例外を除き、できる限り協力してくだ

さい。 

サービス担当者会議での方針に沿った

支援が提供されるよう、支援方針は事業

所内全従業者で必ず共有しましょう。 
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題への達成度や気づきの点等の情報を

積極的に述べることが重要である。 

設置者・管理者は担当者をサービス

担当者会議に参画させるに当たって

は、このような役割を明確に認識して

おく必要がある。 

イ 学校との連携 

○ 子どもに必要な支援を行う上で、学

校との役割分担を明確にし、連携を積

極的に図る必要がある。 

○ 年間計画や行事予定等の交換、子ど

もの下校時刻の確認、引継ぎの項目

等、学校との間で情報を共有しておく

必要がある。 

○ 送迎を行う場合には、子どもの安全

確保に留意することは当然であるが、

特に学校の授業終了後の迎えに当たっ

ては、他の事業所の車両の発着も想定

されることから、事故等が発生しない

よう細心の注意を払う必要がある。 

このため、設置者・管理者は、送迎

時の対応について学校と事前に調整し

ておくことが必要である。 

○ 下校時のトラブルや子どもの病気・

事故の際の連絡体制（緊急連絡体制や

対応マニュアル等）について、事前に

学校と調整し、児童発達支援管理責任

者や送迎を担当する従業者に対し徹底

しておく必要がある。 

○ 学校との間で相互の役割の理解を深

めるため、 

（ア）保護者の同意を得た上で、学校に

配置されている外部との関係機関・

団体との調整の役割を担っている特

別支援教育コーディネーター等から

個別の教育支援計画等についての情

●学校とは、相互に支援方針や内容を共

有していくことに努めましょう。その場

合の学校の窓口は 

・担任教師 

・児童支援コーディネーター（小学生） 

・特別支援教育コーディネーター（中学

生） 

等が挙げられますが、学校により異なる

ため、事前に確認をしておきましょう。 

●学校との関係では、狭い敷地内に人と

車が集中する送迎時に、特にトラブルが

発生しやすいです。 

送迎時の対応については、事前に保護者

及び各学校と調整しましょう。学校に十

分な説明をしない場合、子どもへの安全

への配慮から、学校へ迎えに行くことが

全面的に禁止となる可能性もあります。

その際、学校による個々の状況も鑑みて

調整を行う必要があります。 

送迎時の対応については、特に次の点に

ついては徹底しましょう。 

＜学校との連携＞ 

・連絡体制の確立 

・身分証の携帯（「顔写真付社員証」

等） 

・学校の周辺環境への配慮（長時間の路

上駐車、無断駐車、騒音等） 

・下校時の事故等への配慮（従業者の複

数体制、車中に子どもを長時間置き去り

にしない等） 
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報提供を受けるとともに、放課後等

デイサービス事業所の放課後等デイ

サービス計画を特別支援教育コーデ

ィネーター等へ提供する。

（イ）個別の教育支援計画が作成されて

いない子どもにあっては、保護者の

同意を得た上で特別支援教育コーデ

ィネーター等とお互いの支援内容等

の情報交換の連絡をとれるよう調整

しておく。 

（ウ）学校の行事や授業参観に児童発達

支援管理責任者と分担して積極的に

参加する等の対応をとることが望ま

しい。 

ウ 医療機関や専門機関との連携 

○ 子どもの事故やケガ、健康状態の急

変が生じた場合に備え、近隣の協力医

療機関をあらかじめ定めておく必要が

ある。 

○ 医療的なケアが必要な子どもを受け

入れる場合は、子どもの主治医等との

連携体制を整えておく必要がある。 

○ 障害種別や障害特性の理解や、障害

種別や障害特性に応じた活動や支援方

法に関すること、支援困難事例等につ

いては、児童発達支援センターや発達

障害者支援センター等の専門機関から

助言や研修を受けること等により連携

を図りながら適切な支援を行っていく

必要がある。 

○ 保護者による子ども虐待のケースに

ついては、児童相談所、市区町村の児

童虐待対応窓口や保健所等の関係機

関・団体と連携して対応を図る必要が

ある。 

・事業所を利用している子ども以外も含

めた安全への配慮 

＜安全に配慮した送迎体制＞ 

・送迎中、事業所内にも従業者を配置 

・子どもの心身に無理のない送迎ルート

（あまりにも広範囲すぎないこと） 

・２名以上の送迎体制 

●子どもの主治医や投薬に関する指示な

どの医療情報は、必ず保護者と共有しま

しょう。 

●健康状態の急変にも備え、子どもの主

治医等の情報収集や対応方法について、

マニュアルなどの整備をする必要があり

ます。 

●被虐待児童について、合同カンファレ

ンスが行われる場合は必ず参加し、保護

者への接し方、支援方法、役割分担等を

共有・調整し、チームとして家族の関係

性を含めた支援をする必要があります。 

●虐待以外であっても、児童相談所の援

護がある子どもについては、特に支援に
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エ 保育所・児童発達支援事業所等との

連携 

○ 子どもの発達支援の連続性を保障す

るため、就学前に利用していた保育所

や幼稚園、認定こども園や児童発達支

援事業所等と連携し、情報の共有と相

互理解に努めることが重要である。 

○ 放課後等デイサービスで行われてい

た支援内容等の情報を提供する等、学

校卒業後に関わる障害福祉サービス事

業所等と連携することが必要である。

オ 他の放課後等デイサービス事業所等

との連携 

○ 発達支援上の必要性により、他の放

課後等デイサービス事業所等を併せて

利用する子どもについて、支援内容を

相互に理解しておくため、保護者の了

解を得た上で、当該他の事業所との間

で、相互の個別支援計画の内容等につ

いて情報共有を図ることが必要であ

る。 

カ 放課後児童クラブや自治会等との連

 携 

○ 放課後児童クラブの放課後児童支援

員等や放課後子供教室関係者等が障害

のある子どもへの対応に不安を抱える

場合等については、放課後等デイサー

ビスとの併行利用や、保育所等訪問支

援等の積極的活用を図る等、放課後児

童クラブ等と連携を図りながら、子ど

もと放課後児童支援員等に対して、適

切な支援を行っていくことが重要であ

る。 

万全を期す必要があります。専門機関と

して、意識して関わる必要があります。 

●他の事業所との連携が求められます。

特に、他の放課後等デイサービスを併用

している子どもについては、保護者の同

意を得た上で、支援の情報共有をし、可

能な限り、合同カンファレンス等の機会

を設けましょう。また、支援技術の向上

のためにも、事業所運営についての情報

交換を行うことも望ましいです。 
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○ 障害のある子どもができるだけ地域

や他の子どもから切り離されないよ

う、地域の放課後児童クラブや放課後

子供教室、児童館との交流や他の子ど

もとの活動を企画することが望まし

い。 

○ 日頃から地域の行事や活動に参加で

きる環境を作るため、自治会の会合に

参加することや、地域のボランティア

組織と連絡を密にする等の対応をとる

ことが望ましい。 

キ （地域自立支援）協議会等への参加

○ アからカまでに記載した関係機関・

団体との連携を円滑なものとするた

め、設置者・管理者又は児童発達支援

管理責任者は、（地域自立支援）協議

会子ども部会等へ積極的に参加するこ

と等により、関係機関・団体との関係

性を構築しておく必要がある。 

○ 虐待等により福祉的介入が必要とさ

れるケースについては、市区町村等が

設置する要保護児童対策地域協議会等

へ参加する。 

ク 保護者との連携 

○ 学校への子どもの出欠や帰宅の状況

について、保護者との連絡により確実

に確認することが必要である。 

このため、設置者・管理者は、送迎

時の対応について保護者と事前に調整

しておくことが必要である。また、下

校時のトラブルや子どもの病気・事故

の際の連絡体制について、事前に保護

者と調整し、児童発達支援管理責任者

や送迎を担当する従業者に対し徹底し

ておく必要がある。

●設置した地域で、障害児支援の理解を

広める役割を担っていることを認識し、

地域との交流を図りましょう。地域の社

会資源の把握・連携づくり、及び地域

（住民）への働きかけも重要な役割の一

つです。 

●子どもの成長を支える事業として、保

護者との連携は欠かせません。事業所側

からも積極的に、直接会って話す機会を

提供できるよう心掛けましょう。 
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○ 日頃から子どもの状況を保護者と伝

え合い、子どもの発達の状況や課題に

ついて共通理解を持つことが重要であ

る。 

○ このため、設置者・管理者は、児童

発達支援管理責任者及び従業者が行う

保護者への連絡や支援について、随時

報告を受けることや記録の確認等によ

り、把握・管理するよう努める必要が

ある。 

○ 家庭内での養育について、保護者に

対して、子どもの育ちを支える力をつ

けるためのペアレント・トレーニング

や環境整備等の支援を必要に応じて児

童発達支援管理責任者や従業者に実施

させることが望ましい。

●保護者の要望だけに応えるのではな

く、子どもの発達をサポートする立場か

ら、関係機関全体で保護者を支援する視

点を持ちましょう。 

（２）子どもと保護者に対する説明責任

等 
（川崎市の解釈） 

設置者・管理者は、子どもと保護者が放

課後等デイサービスを適切かつ円滑に利用

できるよう、説明責任を果たすとともに必

要な支援を行う責務がある。 

① 運営規程の周知 

○ 運営規程については事業所内の見やす

い場所に掲示する等によりその周知を図

る。 

② 子どもと保護者に対する、支援利用申

込時の説明 

○ 子どもと保護者には、利用申込時にお

いて、運営規程や支援の内容を理解しや

すいように説明し、特に、利用者負担に

ついて丁寧に説明を行う必要があるた

め、児童発達支援管理責任者にも徹底し

ておく。 

③ 保護者に対する相談支援等 

●運営規程は、指定書、従業者の勤務体

制及びその他申込者のサービス選択に必

要な事項とともに、見やすい場所に掲示

するか、いつでも閲覧できる状態にして

おく必要があります。 

●サービス利用開始までの流れは、事業

所の従業者全てが確実に理解し、事業所

から保護者に誤った案内がされることが

ないように徹底しましょう。 

●利用者負担やその他実費等の重要事項

の説明は、最新情報に更新されたパンフ

レット等を交付して分かりやすく行った

上で、同意を得る必要があります。 

●川崎市における障害児通所支援の取扱

いを理解し、子どもと保護者に適切な理

解を得られるよう説明してください。 
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○ 保護者からの相談に適切に応じるとと

もに、必要な助言と支援を行うことも必

要である。 

例えば、保護者との定期的な面談（最

低限モニタリング時に実施することが望

ましい）や訪問相談等を通じて、子育て

の悩み等に対する相談を行ったり、子ど

もの障害について保護者の理解が促され

るような支援を行うことが望ましい。 

○ 設置者・管理者は、児童発達支援管理

責任者及び従業者に対して、保護者との

定期的な面談や保護者に対する相談支援

について、その適切な実施を促すととも

に、随時報告を受けることや記録の確認

等により、把握・管理する必要がある。

○ 父母の会の活動を支援したり、保護者

会等を開催したりすることにより、保護

者同士のつながりを密にして、安心して

子育てを行っていけるような支援を行う

ことも望まれる。家族支援は、保護者に

限った支援ではなく、きょうだいや祖父

母への支援も含まれる。特にきょうだい

は、心的負担等から精神的な問題を抱え

る場合も少なくないため、例えば、きょ

うだい向けのイベントを開催する等の対

応を行うことが望ましい。 

④ 苦情解決対応 

○ 放課後等デイサービスに対する子ども

や保護者からの苦情について、迅速かつ

適切に対応するために、苦情（虐待に関

する相談も含む）を受け付けるための窓

口や苦情受付担当者、苦情解決責任者、

第三者委員の設置、解決に向けた手順の

整理等、迅速かつ適切に解決が図られる

仕組みを構築することが求められる。 

＜川崎市における障害児通所支援の取扱

い＞ 

・川崎市においては障害児通所支援につ

いて、定期的かつ継続的に同一事業所を

利用することにより、療育支援を効果的

に行うことを目的とするため、曜日を固

定して所定の事業所を利用することを原

則としている。 

・そのため、欠席に伴う振替利用は川崎

市では原則認めていない。ただし、継続

的に支援を受けることが療育を行う上で

必要な場合は、他事業所の計画に位置付

けられた曜日ではない日に限り、振替利

用を認めている。 

●契約前に、必ず支給決定（受給者証）

の確認をしてください。新規、変更共に

遡及した決定は行いません。 

●保護者同士のつながりを支援する活動

を行いましょう。例えば、事業所におけ

る保護者会を開催するなど、保護者同士

のつながりを密にすることで、保護者の

子育ての不安を取り除き、保護者同士で

相談できる関係作りの助けとなります。 

●出る苦情にただ漫然と対応することが

苦情対応ではありません。単に苦情がゼ

ロになればいいというものではなく、

「苦情をいかに次の支援につなげるか」

という視点を持った上で対処しましょ

う。苦情が事業所内で共有され、改善に

つながっているという実感を持ってもら
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○ 苦情受付窓口については、子どもや保

護者に周知するとともに、第三者委員を

設置している場合には、その存在につい

ても、子どもや保護者に周知する。 

○ 設置者・管理者は、苦情解決責任者と

して、迅速かつ適切に対応する。 

⑤ 適切な情報伝達手段の確保 

○ 事業所は定期的に会報等を発行し、活

動概要や行事予定、連絡体制等の情報を

子どもや保護者に対して発信することが

必要である。 

○ 視覚障害や聴覚障害等の障害種別に応

じて、設備・備品への配慮のほか、子ど

もや保護者との意思の疎通、情報伝達の

ための手話等による配慮が必要である。

⑥ 地域に開かれた事業運営 

○ 地域住民の事業所に対する理解の増進

や地域の子どもとしての温かい見守り、

地域住民との交流活動の円滑な実施等の

観点から、事業所はホームページや会報

等を通じて活動の情報を積極的に発信す

ることや、事業所の行事に地域住民を招

待する等地域に開かれた事業運営を図る

ことが必要である。

○ 実習生やボランティアの受入れは、事

業所及び実習生やボランティア双方にと

って有益であり、積極的に対応すること

が望ましい。ただし、実習生やボランテ

ィアの受入れに当たっては、事故が起き

ないよう適切な指導を行う等の対応が必

要である。また、実習生やボランティア

の受入れにあたっては、事業所の理念や

プログラム内容及びそれぞれの子どもの

支援上の注意事項等を理解させることが

必要である。 

えることが、保護者との信頼関係を構築

する上では重要となります。 

●苦情受付窓口は適宜確認し、最新の担

当窓口につながる連絡先を明記してくだ

さい。組織改編等により、部署名や電話

番号が変更されることがあります。 

●事業内容や体制について、保護者や地

域の方に情報が伝わるような仕組みを作

りましょう。具体的には、 

＜日々の支援の様子の発信＞ 

・定期的な事業所便り、事業所ホームペ

ージやブログへの掲載 

※個人情報への配慮は徹底 

＜双方向の情報発信＞ 

・保護者会や保護者見学会等の開催 

●地域への情報発信にも努めましょう。

地域の祭りや行事に事業所として参加す

るなど、地域に開かれた事業所運営をし

ましょう。 
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（３）緊急時の対応と法令遵守等 （川崎市の解釈） 

① 緊急時対応 

○ 子どもの事故やケガ、健康状態の急変

が生じた場合は、速やかに保護者、協力

医療機関及び主治医に連絡を行う等の必

要な措置を講じなければならない。 

緊急時における対応方法について、

「緊急時対応マニュアル」策定と児童発

達支援管理責任者及び従業者への周知が

必要である。 

② 非常災害・防犯対策 

○ 設置者・管理者は、非常災害に備えて

消火設備等の必要な設備を設けるととも

に、非常災害に関する具体的計画を立

て、非常災害時の避難方法や、関係機

関・団体への通報及び連絡体制を明確に

するとともに、それらを定期的に児童発

達支援管理責任者及び従業者や保護者に

周知しなければならない。 

○ 非常災害の発生に備え、定期的に避

難、救出その他必要な訓練を行わなけれ

ばならない。 

○ 重大な災害の発生や台風の接近等によ

り危険が見込まれる場合、特に教育委員

会や学校が休校や下校時刻を早める等の

判断を発表した場合には、子どもの安全

確保のために状況に応じて休所とする等

適切な対処をするとともに、保護者や学

校等関係機関・団体との連絡体制を構築

しておく必要がある。 

●救急搬送等、通院を伴う重大な怪我や

感染症等が発生した場合には、必ず川崎

市へ速やかに報告し、その事故報告書を

川崎市へ提出してください。重大な怪我

や感染症等を事業所内で収めようとする

ことは、重大な隠蔽となってしまいま

す。 

●災害や新型コロナウイルス感染症をは

じめとする感染症発生時にあっても、最

低限のサービス提供を維持するために必

要な事項を定める「事業継続計画

（BCP）」を作成し、研修と訓練を行っ

ていきましょう。具体的には、 

・関連機関・団体や家族への連絡 

・災害ごとの避難方法、避難場所の確認 

・利用者情報の整理 

・事業所で被災した際の、災害備蓄の管

理（水、食料等） 

・各区のハザードマップや区の防災情報

の確認、被災想定と対策の検討 

・優先業務の選定 

・発災時の対応体制、シフトの検討 

などが挙げられます。 

●防災訓練は定期的に、かつ、全員が参

加できるように行いましょう。想定外の

事象への対応にパニック等を起こしやす

いことを鑑みて、繰り返し行いましょ

う。また、曜日ごとに来る子どもが違う

ことや、非常勤の従業者が対応すること

が想定されるため、訓練は全員が参加で

きるように行いましょう。 

●事業所で被災した時の対応について

は、必ず保護者に説明をしてください。 
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○ 障害種別や障害特性ごとの災害時対応

について理解しておき、子どもごとの放

課後等デイサービス計画に災害時の対応

について記載させることも考慮する。特

に医療的ケアが必要な子どもについて

は、保護者や主治医等との間で災害発生

時の対応について、綿密に意思疎通を図

っておくことが重要であり、児童発達支

援管理責任者及び従業者に徹底する。 

○ 子どもが犯罪に巻き込まれないよう、

事業所として防犯マニュアルの策定や、

地域の関係機関・団体等と連携しての見

守り活動、子ども自身が自らの安全を確

保できるような学習支援等の防犯への取

組が必要である。 

③ 虐待防止の取組 

○ 設置者・管理者は、児童発達支援管理

責任者及び従業者による子どもに対する

虐待を防止するため、虐待防止委員会の

設置等、必要な体制の整備が求められ

る。 

虐待防止委員会の責任者は、通常、管

理者が担うこととなる。虐待防止委員会

を組織的に機能させるために、苦情解決

の第三者委員等の外部委員を入れてチェ

ック機能を持たせるとともに、児童発達

支援管理責任者等、虐待防止のリーダー

となる職員を虐待防止マネージャーとし

て配置し、研修や虐待防止チェックリス

トの実施等、具体的な虐待防止への取組

を進める。 

○ 設置者・管理者は、児童発達支援管理

責任者及び従業者に対する虐待防止啓発

のための定期的な研修を実施し、又は自

治体が実施する研修を受講させるほか、

自らが虐待防止のための研修を積極的に

受講する等により、児童虐待防止等に関

●重大な災害の発生や台風の接近等で、

学校が休校や下校時刻を早める判断をす

ることもあります。日頃から、学校との

連絡体制を構築しておきましょう。 

●従業者による子どもへの虐待防止のた

め、具体的な虐待防止への取組みをすす

めましょう。次の資料は管理者をはじ

め、従業者全員が必ず読んでください。 

・障害者福祉施設・事業所における障害

者虐待の防止と対応の手引き（厚生労働

省） 

・川崎市障害者虐待対応マニュアル 

特に虐待防止は、虐待そのものだけでは

なく、「虐待につながりかねない支

援」、「虐待を疑われる支援」について

の理解を深めることが重要です。障害特

性への理解の未熟さから、漫然と支援を

行っていることが知らず知らずのうちに

「虐待につながりかねない支援」となっ

ていることが多いです。虐待の判断に

「自覚」は問いません。 

支援について常に振り返ることが重要で

す。「これでいいだろう」ではなく「こ

れでいいだろうか」という視点を大切に

しましょう。 
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する法律（平成１２年法律第８２号。以

下、「児童虐待防止法」という。）及び

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対

する支援等に関する法律（平成２３年法

律第７９号。以下「障害者虐待防止法」

という。）について理解し、虐待の防止

への取組を進める必要がある。特に、

「障害者福祉施設・事業所における障害

者虐待の防止と対応の手引き」は必ず読

むようにする。 

各都道府県で実施する虐待防止や権利

擁護に関する研修を受講した場合には、

放課後等デイサービス事業所で伝達研修

を実施することが重要である。 

○ 児童発達支援管理責任者及び従業者

が、虐待を発見しやすい立場にあること

を認識し、子どもの状態の変化や保護者

の態度等の観察や情報収集により、虐待

の早期発見に努めさせる必要がある。 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含

む。）からの虐待（特に性的虐待）は、

密室化した場所で起こりやすいことか

ら、送迎の車内を含め、密室化した場所

を極力作らないよう、常に周囲の目が届

く範囲で支援を実施する必要がある。 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含

む。）からの虐待を受けたと思われる子

どもを発見した場合（相談を受けて虐待

と認識した場合を含む。）は、障害者虐

待防止法第16 条に規定されている通報

義務に基づき、通所給付決定をした市区

町村の窓口に通報する。この時に、市区

町村に通報することなく、事業所の中だ

けで事実確認を進め、事態を収束させて

しまうと通報義務に反することとなるた

め、必ず市区町村に通報した上で行政と

連携して対応を進める必要がある。 

虐待防止啓発のための定期的な研修は、

虐待そのものだけではなく、上記の視点

をもつための研修としましょう。 

【参考】虐待防止関係法令 

・児童虐待防止等に関する法律（平成１

２年法律第８２号） 

・障害者虐待の防止、障害者の養護者に

対する支援等に関する法律（平成２３年

法律第７９号） 

・川崎市指定通所支援の事業等の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例（平

成２４年１２月１４日条例第５４号）第

４条第２項、第４項、第７９条で準用す

る第４５条及び第４６条 

●虐待（特に性的虐待）は、密室化した

場所で起こりやすいことから、不必要に

密室化した場所を作らない支援をしまし

ょう。特に次の場面では十分注意してく

ださい。 

＜送迎＞ 

複数対応を心がけましょう。車内で子

どもと１対１となることは、虐待を疑わ

れることを意識する必要があります。介

助等の必要のない自立した子どもであっ

ても同様です。 

＜排泄介助＞ 

排泄介助は、原則、同性介助としてく

ださい。ただし、同性に対する性的虐待

も発生しうるため、支援の状況は常にチ

ェックし合うことが必要です。 

＜個人の携帯電話の取扱い＞ 

・業務中は、個人の携帯電話は使用しな

いでください。 
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○ 保護者による虐待については、保護者

に対する相談支援やカウンセリング等に

より未然防止に努めることが重要である

ことを認識する。 

○ 保護者による虐待を発見した場合は、

児童虐待防止法第６条に規定されている

通報義務に基づき、市区町村、都道府県

の設置する福祉事務所又は児童相談所等

へ速やかに通告するよう徹底する必要が

ある。虐待等により福祉的介入が必要と

されるケースについては、市区町村等が

設置する要保護児童対策地域協議会等を

活用しながら、児童相談所、市区町村の

児童虐待対応窓口や保健所等の関係機

関・団体と連携して対応を図っていくこ

とが求められる。 

④ 身体拘束への対応 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含

む。）が自分の体で利用者を押さえつけ

て行動を制限することや、自分の意思で

開けることのできない居室等に隔離する

こと等は身体拘束に当たり、緊急やむを

得ない場合を除き禁止されている。 

○ やむを得ず身体拘束を行う場合は、切

迫性、非代替性、一時性が要件となる

が、身体拘束の検討が必要なケースにつ

いては、代替性がないか等について慎重

に検討した上で、それでもなお、身体拘

束を行わざるを得ない事態が想定される

場合には、いかなる場合にどのような形

で身体拘束を行うかについて組織的に決

・従業者と子どもとの個人の携帯電話で

のやりとり、特にSNSは極力回避してく

ださい。 

従業者と子どもは、専門的な職務上の関

係です。関係性や距離の取り方などは、

それらを踏まえた対応とするべきもので

す。個人的なメールやSNSのやりとり

は、不適切・不必要なつながりのツール

となり、性的虐待につながる可能性があ

ることを十分自覚してください。 

●虐待を受けた、又は疑いのある子ども

を発見した場合、それがどこで誰に受け

た虐待であろうとも、児童虐待防止法に

基づき、児童相談所に通報をする義務が

あります。通報をしなかった場合、障害

者虐待防止法の通報義務に反することに

なります。 

●事業所は、保護者による虐待及びその

疑いにも気を配る立場であることを自覚

しましょう。 

●身体拘束その他障害児の行動を制限する

行為は、それをしなければ命にかかわる

等、緊急の場合を除き禁止です。 

＜身体拘束等の具体例＞ 

・体幹や四肢をひも等で縛る 

・ミトン型の手袋やつなぎ服等を装着さ

せる 

・向精神薬を過剰に服薬させる 

●やむを得ず身体拘束等を行う場合は、

切迫性・非代替性・一時性の３点で、慎

重に検討し、判断します。 

＜切迫性＞ 

本人、他児又は従業者の生命が危険にさ

らされる、又は恐れがある瞬間 

＜非代替性＞ 
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定する必要がある。児童発達支援管理責

任者に対しては、放課後等デイサービス

計画に、身体拘束が必要となる状況、身

体拘束の態様・時間等について、子ども

や保護者に事前に十分に説明をし、了解

を得た上で記載させることが必要であ

る。 

○ 身体拘束を行った場合には、行った担

当者または児童発達支援管理責任者か

ら、その様態及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由等必要な事項の記録とともに報告を受

ける。なお、必要な記録がされていない

場合は、運営基準違反となることを認識

しておく必要がある。 

⑤ 衛生・健康管理 

○ 感染症の予防や健康維持のため、手洗

いやうがいの励行、おやつや学校休業日

における昼食の提供に係る設備の衛生管

理を徹底することが必要である。 

その行動以外に代替する方法がない場合

＜一時性＞ 

身体拘束等による行動制限が一時的であ

る場合 

例）外出支援で赤信号を待っていた

ら、その子が好きな救急車が通り、

飛び出して車にひかれそうになった

ため、抑えて歩道に戻した。 

●やむを得ず身体拘束等をする際の検討

は、個人で判断してはなりません。 

・個別支援会議などにおいて組織として

検討・決定し、「緊急やむを得ない理

由」「身体拘束の態様や時間」を支援計

画に入れてください。 

・保護者との面談を行い、支援に対する

保護者の同意を得てください。 

・カンファレンス記録、面談記録、保護

者同意書は必ず残します。必要な記録が

無い場合、運営基準違反となります。 

●身体拘束等を行った場合、 

・行った担当者 

・その時の子どもの心身の状況 

・緊急やむを得ない理由 

等、必ず記録を残し、保護者へも報告し

ます。 

また、子どもに関わる区役所、学校、医

療機関、他事業所、保護者と定期的にカ

ンファレンスを行いましょう。 

例え同意が取れていても、漫然と拘束を

繰り返さないよう、常に支援方法の検討

を行ってください。 

●衛生管理に際し、新型コロナウイルス

感染症をはじめとする感染症ごとの予防

マニュアル及び起こった場合のマニュア

ルの整備が必要です。具体的には、 

・インフルエンザ 

・ノロウイルス 

・食中毒 
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○ 子どもの来所時の健康チェック等、健

康管理に必要となる器械器具の管理を適

正に行うことが必要である。 

○ 感染症又は食中毒の対応や排泄物又は

嘔吐物に関する処理方法について、対応

マニュアルを策定しておくことが必要で

ある。 

○ インフルエンザ等感染症により集団的

感染のおそれがある場合、特に教育委員

会や学校が休校を発表した場合は、子ど

もの安全確保のために状況に応じて休所

とする等適切に対処するとともに、保護

者や学校等関係機関・団体との連絡体制

を構築しておく必要がある。 

⑥ 安全確保 

○ サービス提供中に起きる事故やケガを

防止するために、室内及び屋外の環境の

安全性について毎日点検し必要な補修等

を行い、危険を排除するよう必要な措置

を講じておく。 

○ 設置者・管理者は、発生した事故事例

や事故につながりそうな事例について、

児童発達支援管理責任者と従業者間で共

有するため、いわゆる「ヒヤリハット事

例集」を作成することが望ましい。 

・アレルギー対策 等 

●事業所で感染者が確認された場合は、

川崎市への連絡だけでなく、各区役所保

健福祉センター衛生課へ連絡し、感染症

発生時の指導を求めてください。 

●感染症により学校が休校となった際

の、学校や保護者との連絡体制を整備し

ておいてください。 

●おやつや食事の提供時、アレルギー対

応が必要な子どもについては細心の注意

を払いましょう。子どもが、自身のアレ

ルギーについて理解ができていないこと

もあるため、おやつ等の提供の方法にも

工夫が必要です（準備する場面を子ども

に見せないようにする、等）。 

●アナフィラキシーショック等の場合

は、救急搬送となります。医療機関との

連絡体制も構築しておく必要がありま

す。川崎市への連絡は必ず行ってくださ

い。 

●事故報告書やヒヤリハットの記録は必

ず保管してください。また、これらを使

った再発防止研修を必ず定期的に行いま

しょう。 
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⑦ 秘密保持等 

○ 設置者は、従業者等（実習生やボラン

ティアを含む。）または、管理者及び従

業者等（実習生やボランティアを含

む。）であった者が、その業務上知り得

た秘密を漏らすことがないよう、誓約書

の提出や雇用契約に明記する等、必要な

措置を講じなければならない。 

○ 関係機関・団体に子ども又は保護者に

関する情報を提供する際は、あらかじめ

文書により保護者の同意を得させておか

なければならない。また、ホームページ

や会報等に子ども又は保護者の写真や氏

名を掲載する際には、保護者の許諾を得

ることが必要である。 

○ 管理者は、その職を辞した後も含め

て、正当な理由がなく業務上知り得た

秘密を漏らしてはならない。 

●特に写真の掲載については、あらかじ

め子ども及び保護者の意向を確認した上

で、署名を残してください。 
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３ 児童発達支援管理責任者向けガイドライン

児童発達支援管理責任者は、放課後等デ

イサービスを利用する子どもと保護者のニ

ーズを適切に把握し、放課後等デイサービ

ス計画を作成し、すべての従業者が放課後

等デイサービス計画に基づいた支援を行っ

ていけるように調整する。また、提供され

る支援のプロセスを管理し、客観的な評価

等を行う役割がある。 

●児童発達支援管理責任者は、その専門

的な立場から、子どものために、利用の

申し込みに関する調整や、適切な通所支

援計画を立てて見直しを行う、支援の中

心的役割です。 

また、全ての従業者が計画に基づいた支

援が行えているか、提供される支援を管

理・調整・評価する役割があるため、支

援を客観的に把握する立場を意識する必

要があります。 

（１）子どものニーズに応じた適切な支

援の提供と質の向上
（川崎市の解釈） 

① 放課後等デイサービス計画に基づくＰ

ＤＣＡサイクル等による適切な支援の提

供 

ア 子どもと保護者及びその置かれてい

る環境に対するアセスメント 

○ 子どもと保護者及びその置かれてい

る環境を理解するためには、子どもの

障害の状態だけでなく、子どもの適応

行動の状況（P.5 の脚注参照）を、標

準化されたアセスメントツール（例え

ばVineland-Ⅱ適応行動評価尺度」の

日本版）を使用する等により確認す

る。 

また、子どもの発育状況、自己理

解、心理的課題、子どもの興味関心事

となっていること、養育環境、これま

で受けてきた支援、現在関わっている

機関に関すること、地域とのつなが

り、利用に当たっての希望、将来展望

等について必要な情報をとり、子ども

と保護者のニーズや課題を客観的に分

析する。 

●アセスメントツールの使用は各児童発

達支援管理責任者で検証してください。 

最低限、左記項目を全て総合的に勘案し

て、児童発達支援管理責任者がアセスメ

ントを行います。 



35 

○ 保護者のニーズと子ども自身のニー

ズは必ずしも一致するわけではないの

で、子どものニーズを明確化していく

ことがまず求められる。また、発達段

階にある子どものニーズは変化しやす

いため、日頃から状況を適切に把握し

対応していく必要がある。 

イ 放課後等デイサービス計画の作成 

○ 障害児相談支援事業所等が作成した

障害児支援利用計画や、自らの事業所

でアセスメントした情報を課題整理表

等を用いて整理した上で、放課後等デ

イサービス計画を作成する。 

○ 放課後等デイサービス計画には、子

どもと保護者の生活に対する意向、総

合的な支援目標とその達成時期、生活

全般の質を向上させるための課題、児

童発達支援の具体的内容、留意事項を

含める。 

○ 将来に対する見通しを持った上で、

障害種別、障害特性や子どもの発達段

階を丁寧に把握し、それらに応じた関

わり方を考えていく。 

○ 支援手法については、個別活動と集

団活動をその子どもに応じて適宜組み

合わせる。 

○ 平日／休日／長期休暇の別等に応じ

て、課題をきめ細やかに設定をするよ

うに工夫しなければならない。 

○ 計画の作成に際しては、従業者から

放課後等デイサービス計画の原案につ

いて意見を聞く等、担当の従業者を積

極的に関与させることが望ましい。 

●保護者が常に子どもの代弁者とは限り

ません。次の事柄に留意してニーズ確認

をしていく必要があります。 

・子どもの幸せを第一に考えること 

・子どものストレングスに着目すること 

・保護者の取組みを支援すること 

・生活環境への支援を行うこと 

●計画を作成する際は、アセスメントに

よって確認したニーズの要点を押さえた

ものにする必要があります。 

・子どもの障害特性、状態像 

・子どもの発達過程 

・子どものニーズ 

・保護者の要望 

・将来に対する見通し 

●計画を作成する際は、相談支援専門員

が作成する障害児支援利用計画や、学校

における個別の教育支援計画等と連動し

た計画とすることが望ましいです。 

事前に子どもと保護者の同意を得た上

で、特別支援教育コーディネーター等か

ら、個別の教育支援計画等の情報提供を

受けましょう。また、事業所も通所支援

計画や適宜情報を提供するほか、サービ

ス担当者会議にも緊急時等の例外を除

き、出来る限り応じましょう。 

●児童発達支援管理責任者は、通所支援

計画の内容が日々の支援に反映されるよ

う、従業者とその日の支援の振り返りを

するなど、従業者間での共有を図る役割

があります。そのためには、従業者に

日々の支援記録を取ることを徹底させ、

児童発達支援管理責任者はその支援が目

標や計画に反映されているか日々検証

し、改善につなげていってください。 
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ウ タイムテーブル、活動プログラムの

立案 

○ 放課後等デイサービス事業所におけ

る時間をどのようにして過ごすかにつ

いて、一人ひとりの放課後等デイサー

ビス計画を考慮し、一日のタイムテー

ブルを作成する。 

タイムテーブルは、子どもの生活リ

ズムを大切にし、日常生活動作の習得

や、子どもが見通しを持って自発的に

活動できるよう促されることが期待さ

れる。ただし、提供される活動プログ

ラムを固定化することは、経験が限ら

れてしまうことにもなるため、活動プ

ログラムの組合せについて、創意工夫

が求められる。 

○ 発達支援の時間は十分に確保されな

ければならず、送迎の都合で発達支援

の時間が阻害されることのないようタ

イムテーブルを設定しなければならな

い。 

○ 活動プログラムは、子どもの障害種

別、障害特性、発達段階、生活状況や

課題、平日／休日／長期休暇の別等に

応じた内容を組み立て、従業者も交え

ながらチームで検討していく。 

○ 集団活動の場合は、対象児の年齢や

障害の状態の幅の広さを考慮しなが

ら、活動プログラムを作成する必要が

ある。子どもの年齢や発達課題が異な

ることも多いことから、年齢別又は障

害別、発達課題別に支援グループを分

けることも考慮する必要がある。 

○ 活動プログラムの内容は、本ガイド

ラインの総則に記載されている放課後

等デイサービスの基本的役割、基本的

姿勢等を十分に踏まえたものでなけれ

ばならない。 
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エ 日々の適切な支援の提供 

○ 本ガイドラインの総則に記載されて

いる放課後等デイサービスの基本的役

割、基本姿勢等について理解するとと

もに、従業者にその理解を徹底し、

日々の支援を適切に提供する。 

○ 設備、従業者等の状況を総合的に勘

案し、適切な生活環境と事業内容が確

保されるよう、子どもの情緒面への配

慮や安全性の確保の観点から、利用定

員の規模や、室内のレイアウトや装飾

等に心を配り、必要に応じて設置者・

管理者とも相談し、改善を図る。ま

た、着替えや排泄の介助等について

は、同性介護を基本とする等、配慮す

ることが求められる。 

○ 支援開始前には従業者間で必ず打合

せを実施し、その日行われる支援の内

容や役割分担について把握する。 

○ 従業者が放課後等デイサービス計画

に沿って、それぞれの子どもたちの障

害種別、障害特性、発達段階、生活状

況や課題に細やかに配慮しながら支援

を行えるように注意する。 

○ 従業者と常に意思の疎通を図り、円

滑なコミュニケーションがとれるよう

努める。 

○ 支援終了後の打合せを実施し、従業

者にその日の支援の振り返りをさせ、

子どもや保護者との関わりで気づいた

点や、気になった点について従業者間

で共有させる。 

○ 従業者にその日行った支援に関して

正しく記録をとることを徹底させる。

従業者が行っている支援が目標や計画

に沿って行われているか、記録に基づ
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いて検証し、その改善につなげてい

く。 

オ 放課後等デイサービス計画の実施状

況把握（モニタリング） 

○ 放課後等デイサービス計画は、概ね

６ヶ月に１回以上モニタリングを行う

ことになっているが、子どもの状態や

家庭状況等に変化があった場合にはモ

ニタリングを行う必要がある。モニタ

リングは、目標達成度を評価して支援

の効果測定していくためのものであ

り、単に達成しているか達成していな

いかを評価するものではなく、提供し

た支援の客観的評価を行い、放課後等

デイサービス計画の見直しの必要性を

判断する。 

カ モニタリングに基づく放課後等デイ

サービス計画の変更 

○ モニタリングにより、放課後等デイ

サービス計画の見直しの必要性が判断

された場合は、放課後等デイサービス

計画の積極的な見直しを行う。その

際、支援目標の設定が高すぎたのか、

支援内容があっていなかったのか､別

の課題が発生しているのか等の視点

で、これまでの支援内容を評価し、今

後も支援内容を維持するのか､変更す

るのかを判断していく。放課後等デイ

サービスの必要性が低くなった場合

は、終結を検討する。なお、支援内容

の変更や終結時には、設置者・管理者

へ報告する。 

○ 終結に当たっては、放課後等デイサ

ービスの支援内容等について、関係機

関・団体に引き継ぐことが必要であ

る。 

●児童発達支援管理責任者は、計画作成

後、モニタリングを行うとともに、少な

くとも６か月に１回以上、計画の見直し

を行い、必要に応じて計画の変更を行い

ます。 

ただし、モニタリングは、支援の客観的

評価を行い、計画の見直しの必要性を判

断するものであるので、単に目標を達成

したかしないかといった漫然とした更新

を行えばいいものではありません。 

●モニタリングの際には、保護者と面談

等を行い、結果を記録します。家庭での

様子、保護者による計画の評価や支援の

効果、生活の質の向上が図られているか

などをヒヤリングし、計画の見直しへと

つなげるとともに、保護者の子育て支援

にもつなげていきます。 

あらためてニーズや現状を把握し、再度

計画を作成し、再度支援を実施します。 

●子どもの状況が変われば支援計画も変

わることが見込まれます。６か月の期間

を待たず、都度モニタリングをする必要

も想定されます。 

●終結は、子どもと保護者ら支援チーム

で確認の元、 

・転出 

・軽快治癒 

・ニーズ解消 

・１８歳超過 

等で終結します。 
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終結に当たってのモニタリングは、

障害児相談支援事業所、学校、子ど

も、保護者とともに行っていくことが

望ましい。 

キ 事業所全体の業務改善サイクルへの

積極的関与 

○ 事業所の目的及び運営方針をはじめ

とした運営規程の内容を十分に理解し

て職務に従事する。 

○ 児童発達支援管理責任者は、ＰＤＣ

Ａサイクルによる事業所全体の業務改

善の取組に積極的に関与し、事業運営

方針の設定や見直し、業務改善の目標

設定とその振り返り、本ガイドライン

に基づく事業所の自己評価の実施や利

用者の意向の把握等について協力･貢

献することが求められる。 

② 従業者及び自らの知識･技術の向上 

○ 放課後等デイサービスを適切に提供す

る上で、放課後等デイサービスが期待さ

れる役割、子どもの発達段階ごとの特

性、障害種別、障害特性、関連する制度

の仕組み、関係機関・団体の役割、児童

虐待への対応、障害者の権利に関する条

約等を理解することが重要である。 

○ 障害種別、障害特性に応じた支援や発

達段階に応じた支援、家族支援等に係る

適切な技術を従業者が習得することが、

子どもの発達支援や二次障害の予防、家

庭養育を支えるといった視点から重要で

ある。 

○ 放課後等デイサービスを適切に提供す

る上で、児童発達支援管理責任者は、放

課後等デイサービスの従業者に対して、

児童発達支援の提供に関わる技術的な指

導や助言を日々行うとともに、設置者・

●この事業に従事するには、多角的な視

点が求められます。障害理解はもちろ

ん、子どもの発達段階や家族支援など、

様々な知識の習得に努めましょう。 

●従業者の意見を参考にしながら研修を

企画する他、外部のあらゆる研修も意欲

的に取り入れましょう。 

＜外部研修＞ 

正規従業者であれば毎年１回以上は参加

させましょう（外部研修への参加ができ

なかった従業者に対しては、研修報告等

で間接的に参加させます。）。自治体、障

害児等関係団体が実施するもの以外に、

他事業所との勉強会や他事業所への派遣

なども望ましいです。 

＜内部研修 （事業所内研修、法人内研

修）＞ 

ミーティング内研修も含め、毎月１回程

度の開催が望ましいです。日々の支援の
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管理者と共同して、従業者に対して知

識・技術の習得意欲を喚起し、事業所内

における研修の企画等を行うことが望ま

れる。 

○ 児童発達支援管理責任者は、自らも知

識・技術の習得に努め、自治体等の研修

を積極的に受講するよう努めるものとす

る。 

③ 関係機関・団体や保護者との連携 

ア 障害児相談支援事業者との連携 

○ 障害児相談支援事業所が作成する障

害児支援利用計画は、相談支援専門員

が総合的な援助方針や解決すべき課題

を踏まえ、最も適切なサービスの組合

せ等について検討し、子ども又は保護

者の同意のもと作成するものである。

放課後等デイサービス事業所の放課

後等デイサービス計画は、児童発達支

援管理責任者が、障害児支援利用計画

における総合的な援助方針等を踏ま

え、当該事業所が提供するサービスの

適切な支援内容等について検討し、子

ども又は保護者の同意のもと作成する

ものである。両計画が連動して機能す

ることによって、子どもに対する支援

がより良いものとなっていくものであ

り、この連動の重要性を認識しておく

必要がある。 

○ サービス担当者会議は、障害児支援

利用計画案に位置づけられた福祉サー

ビス等の担当者が、障害児支援利用計

画案の内容について、専門的な見地か

らの意見を述べるものである。サービ

ス担当者会議に参画する場合において

は、障害児支援利用計画案に位置づけ

られた放課後等デイサービス事業所と

して期待される役割を確認するととも

振り返りや風通しの良い職場づくりにも

なることを意識しましょう。 

●児童発達支援管理責任者は、従業者に

対して指導及び助言をする立場でもあり

ます。このことを踏まえ、その時々の利

用児童の通所支援計画を実践していくた

めに、従業者育成の計画・更新を管理者

とともに検討する必要があります。 

●放課後等デイサービスは、外部機関と

の連携が欠かせないサービスです。具体

的には、 

・学校や区役所等が主催する合同カンフ

ァレンスへ参加 

・必要があれば自ら主体的にカンファレ

ンスを開催するなど、積極的な連携 

●相談支援専門員が開催するサービス担

当者会議への招集に対しては、緊急時等

の例外を除き、できる限り協力してくだ

さい。 

サービス担当者会議での方針に沿った

支援が提供されるよう、支援方針は事業

所内全従業者で必ず共有しましょう。 
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に、障害のある子どもが、他の子ども

や地域社会から安易に切り離されない

ための配慮等、子どもの最善の利益の

観点から意見を述べることが重要であ

る。障害児支援利用計画のモニタリン

グ時には、その時点までの放課後等デ

イサービスの提供状況を踏まえて課題

への達成度や気付きの点等の情報を積

極的に述べることが重要である。 

イ 学校との連携 

○ 子どもに必要な支援を行う上で、学

校との役割分担を明確にし、連携を積

極的に図る必要がある。 

○ 学校との間で相互の役割の理解を深

めるため、 

（ア）保護者の同意を得た上で、学校に

配置されている外部との関係機関・団

体との調整の役割を担っている特別支

援教育コーディネーター等から、個別

の教育支援計画等についての情報提供

を受けるとともに、放課後等デイサー

ビス事業所の放課後等デイサービス計

画を特別支援教育コーディネーター等

へ提供する。 

（イ）個別の教育支援計画が作成されて

いない子どもにあっては、保護者の同

意を得た上で特別支援教育コーディネ

ーター等とお互いの支援内容等の情報

交換の連絡をとれるよう調整してお

く。 

（ウ）学校の行事や授業参観へ設置者・

管理者と分担して積極的に参加する等

の対応をとることが望ましい。 

○ 子ども一人ひとりの個別の教育支援

計画等を理解するとともに、日々学校

で配慮されていること（姿勢保持の椅

子等の器具、身体介助方法、声かけの

●学校とは、相互に支援方針や内容を共

有していくことに努めましょう。その場

合の学校の窓口は 

・担任教師 

・児童支援コーディネーター（小学生） 

・特別支援教育コーディネーター（中学

生） 

等が挙げられますが、学校により異なる

ため、事前に確認をしておきましょう。 
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方法、パニック時の対応等）について

必要な情報を得て、従業者に対しても

理解の徹底を図る。 

○ 学校関係者がサービス担当者会議に

参加できない場合は、障害児相談支援

事業者とともに学校との連絡会議を開

催する等、何らかの方法で連携する機

会を設けることが必要である。 

○ 年間計画や行事予定等の交換、子ど

もの下校時刻の確認等、学校との間で

共有された情報を従業者と共有してお

く必要がある。 

○ 子どもを送迎する場合は、誰が、ど

の時間に、どの事業所の送迎車に乗せ

るのかといった送迎リストやルールを

作成する等、学校側に送り出しの協力

をしてもらう必要があり、送迎時に

は、身分証明書等を学校側の担当者に

見せる等、学校側の確認を取ってか

ら、子どもを事業所に送っていくよう

従業者に徹底させる。 

○ 下校時のトラブルや子どもの病気・

事故の際の連絡体制について、事前に

把握しておく。 

○ 医療的ケアの情報や、気になること

があった場合の情報等を、保護者の同

意のもと、連絡ノート等を通して、学

校との間で共有する。 

●学校との関係では、狭い敷地内に人と

車が集中する送迎時に、特にトラブルが

発生しやすいです。 

送迎時の対応については、事前に保護

者及び各学校と調整しましょう。学校に

十分な説明をしない場合、子どもへの安

全への配慮から、学校へ迎えに行くこと

が全面的に禁止となる可能性もありま

す。その際、学校による個々の状況も鑑

みて調整を行う必要があります。 

送迎時の対応については、特に次の点

については徹底しましょう。 

＜学校との連携＞ 

・連絡体制の確立 

・身分証の携帯（「顔写真付社員証」等） 

・学校の周辺環境への配慮（長時間の路

上駐車、無断駐車、騒音等） 

・下校時の事故等への配慮（従業者の複

数体制、車中に子どもを長時間置き去り

にしない等） 

・事業所を利用している子ども以外も含

めた安全への配慮 

＜安全に配慮した送迎体制＞ 

・送迎中、事業所内にも従業者を配置 



43 

ウ 医療機関や専門機関との連携 

○ 障害種別や障害特性の理解、障害種

別や障害特性に応じた活動や支援方法

に関すること、支援困難事例等につい

ては、児童発達支援センターや発達障

害者支援センター等の専門機関から助

言や研修を受ける等により、連携を図

りながら適切な支援を行っていく必要

がある。 

○ 保護者による子ども虐待のケースに

ついては、児童相談所、市区町村の児

童虐待対応窓口や保健所等の関係機

関・団体と連携して対応を図る必要が

ある。 

エ 保育所・児童発達支援事業所等との

連携 

○ 子どもの発達の連続性を保障するた

め、就学前に利用していた保育所、幼

稚園、認定こども園や児童発達支援事

業所等と連携し、保育所等や児童発達

支援事業等で行われていた支援内容を

把握し、従業者に当該内容を理解させ

る。 

○ 放課後等デイサービスで行われてい

た支援内容等の情報を提供する等、学

校卒業後に関わる障害福祉サービス事

業所と連携することが必要である。 

オ 他の放課後等デイサービス事業所等

との連携 

○ 発達支援上の必要性により、他の放

課後等デイサービス事業所等を併せて

利用する子どもについて、支援内容等

・子どもの心身に無理のない送迎ルート

（あまりにも広範囲すぎないこと） 

・２名以上の送迎体制 

●子どもの主治医や投薬に関する指示な

どの医療情報は、必ず保護者と共有しま

しょう。 

●健康状態の急変にも備え、子どもの主

治医等の情報収集や対応方法について、

マニュアルなどの整備をする必要があり

ます。 

●被虐待児童について、合同カンファレ

ンスが行われる場合は必ず参加し、保護

者への接し方、支援方法、役割分担等を

共有・調整し、チームとして家族の関係

性を含めた支援をする必要があります。 

●虐待以外であっても、児童相談所の援

護がある子どもについては、特に支援に

万全を期す必要があります。専門機関と

して、意識して関わる必要があります。 

●他の事業所との連携が求められます。

特に、他の放課後等デイサービスを併用

している子どもについては、保護者の同

意を得た上で、支援の情報共有をし、可

能な限り、合同カンファレンス等の機会

を設けましょう。また、支援技術の向上

のためにも、事業所運営についての情報

交換を行うことも望ましいです。 
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を相互に理解しておくため、保護者の

了解を得た上で、当該他の事業所等と

の間で、相互の個別支援計画の内容等

について情報を共有し、従業者への周

知を図ることが必要である。 

カ 放課後児童クラブや自治会等との連

携 

○ 地域の放課後児童クラブや放課後子

供教室と連携し、併行利用している子

どもがいる場合は、情報の共有と相互

理解を深めるとともに、放課後児童ク

ラブ等で行われている支援内容を把握

し、従業者への周知を図る。 

○ 放課後児童クラブの放課後児童支援

員等や放課後子供教室関係者等が障害

のある子どもへの対応に不安を抱える

場合等については、放課後等デイサー

ビスとの併行利用や、保育所等訪問支

援等の積極的活用を図る等、放課後児

童クラブ等と連携を図りながら、子ど

もと放課後児童支援員等に対して適切

な支援を行っていくことが重要であ

る。 

○ 地域に子どもたちの理解者を増やす

ためにも、日頃から子どもたちが地域

の行事に参加したり、日常的に地域住

民と同じ経験を共有する機会を積極的

に作るようにする。 

キ （地域自立支援）協議会等への参加

○ アからカまでに記載した関係機関・

団体との連携を円滑なものとするた

め、設置者・管理者又は児童発達支援

管理責任者は、（地域自立支援）協議

会子ども部会等へ積極的に参加する等

により、関係機関・団体との関係性を

構築しておく必要がある。 

●設置した地域で、障害児支援の理解を

広める役割を担っていることを認識し、

地域との交流を図りましょう。地域の社

会資源の把握・連携づくり、及び地域

（住民）への働きかけも重要な役割の一

つです。 
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○ 虐待等により福祉的介入が必要とさ

れるケースについては、市区町村等が

設置する要保護児童対策地域協議会等

へ参加する。 

ク 保護者との連携 

○ 学校への子どもの出欠や帰宅の状況

について、保護者との連絡のもとに確

実に確認することが必要である。 

○ 医療的ケアの情報や、気になること

があった場合の情報等を連絡ノート等

を通じて保護者と共有する等、日頃か

ら子どもの状況を保護者と伝えあい、

子どもの発達の状況や課題について共

通理解を持つように努める。また、必

要に応じて、家庭内での養育等につい

てペアレント・トレーニング等活用し

ながら、子どもの育ちを支える力をつ

けられるよう支援したり、環境整備等

の支援を行ったりすることが考えられ

る。 

●子どもの成長を支える事業として、保

護者との連携は欠かせません。事業所側

からも積極的に、直接会って話す機会を

提供できるよう心掛けましょう。 

●保護者の要望だけに応えるのではな

く、子どもの発達をサポートする立場か

ら、関係機関全体で保護者を支援する視

点を持ちましょう。 

（２）子どもと保護者に対する説明責任

等
（川崎市の解釈） 

① 子どもと保護者に対する運営規定や

放課後等デイサービス計画の内容につ

いての丁寧な説明 

○ 申請時に、保護者に対して運営規程

の説明を行う。特に、支援の内容、人

員体制（資格等）、利用者負担、苦情

処理の手順、緊急時の連絡体制等の重

要事項については文書化の上、対面で

説明する。 

○ 放課後等デイサービス計画の内容につ

いては、その作成時、変更時に子どもと

保護者に対して丁寧に説明を行う。 

② 保護者に対する相談支援等 

●サービス利用開始までの流れは、事業

所の従業者全てが確実に理解し、事業所

から保護者に誤った案内がされることが

ないように徹底しましょう。 

●利用者負担やその他実費等の重要事項

の説明は、最新情報に更新されたパンフ

レット等を交付して分かりやすく行った

上で、同意を得る必要があります。 

●川崎市における障害児通所支援の取扱

いを理解し、子どもと保護者に適切な理

解を得られるよう説明してください。 

＜川崎市における障害児通所支援の取扱

い＞ 

・川崎市においては障害児通所支援につ

いて、定期的かつ継続的に同一事業所を
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○ 保護者が悩み等を自分だけで抱え込ま

ないように、保護者からの相談に応じ、

信頼関係を築きながら、保護者の困惑や

将来の不安を受け止め、専門的な助言を

行うことも必要である。例えば、保護者

との定期的な面談（最低限モニタリング

時に実施することが望ましい）や訪問相

談等を通じて、子育ての悩み等に対する

相談を行ったり、子どもの障害について

保護者の理解が促されるような支援を行

うことが望ましい。 

○ 父母の会の活動を支援したり、保護者

会等を開催したりすることにより、保護

者同士が交流して理解を深め、保護者同

士のつながりを密にして、安心して子育

てを行っていけるような支援を行うこと

も望まれる。家族支援は保護者に限った

支援ではなく、きょうだいや祖父母等へ

の支援も含まれる。特にきょうだいは、

心的負担等から精神的な問題を抱える場

合も少なくないため、例えば、きょうだ

い向けのイベントを開催する等の対応を

行うことが望ましい。 

③ 苦情解決対応 

○ 放課後等デイサービス事業所において

は、子どもや保護者からの苦情につい

て、迅速かつ適切に対応するために、苦

情（虐待に関する相談も含む）を受け付

けるための窓口を設置する等の必要な措

置を講じる必要がある。児童発達支援管

理責任者は、苦情受付担当者の役割が想

定されるところであるが、子どもや保護

者からの苦情受付に当たっては、職員の

目を気にせず苦情を受付できるよう、苦

情受付箱を設置する等、苦情受付担当者

利用することにより、療育支援を効果的

に行うことを目的とするため、曜日を固

定して所定の事業所を利用することを原

則としている。 

・そのため、欠席に伴う振替利用は川崎

市では原則認めていない。ただし、継続

的に支援を受けることが療育を行う上で

必要な場合は、他事業所の計画に位置付

けられた曜日ではない日に限り、振替利

用を認めている。 

●契約前に、必ず支給決定（受給者証）

の確認をしてください。新規、変更共に

遡及した決定は行いません。 

●保護者同士のつながりを支援する活動

を行いましょう。例えば、事業所におけ

る保護者会を開催するなど、保護者同士

のつながりを密にすることで、保護者の

子育ての不安を取り除き、保護者同士で

相談できる関係作りの助けとなります。 

●出る苦情にただ漫然と対応することが

苦情対応ではありません。単に苦情がゼ

ロになればいいというものではなく、

「苦情をいかに次の支援につなげるか」

という視点を持った上で対処しましょ

う。苦情が事業所内で共有され、改善に

つながっているという実感を持ってもら

えることが、保護者との信頼関係を構築

する上では重要となります。 
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として適切にその役割を果たすことが求

められる。 

④ 適切な情報伝達手段の確保 

○ 事業所は定期的に会報等を発行し、活

動概要や行事予定、連絡体制の情報を子

どもや保護者に対して発信することが必

要である。 

○ 視覚障害や聴覚障害等障害種別に応じ

て、設備・備品への配慮のほか、子ども

や保護者との意思の疎通、情報伝達のた

めの手話等による配慮が必要である。 

●苦情受付窓口は適宜確認し、最新の担

当窓口につながる連絡先を明記してくだ

さい。 

●事業内容や体制について、保護者や地

域の方に情報が伝わるような仕組みを作

りましょう。具体的には、 

＜日々の支援の様子の発信＞ 

・定期的な事業所便り、事業所ホームペ

ージやブログへの掲載 

※個人情報への配慮は徹底 

＜双方向の情報発信＞ 

・保護者会や保護者見学会等の開催 

（３）緊急時の対応と法令遵守等 （川崎市の解釈） 

① 緊急時対応 

○ 子どもの事故やケガ、健康状態の急変

が生じた場合は、事業所で作成された

「緊急時対応マニュアル」に沿って、速

やかに保護者、協力医療機関及び主治医

への連絡を行う等の必要な措置を講じな

ければならない。緊急時における対応方

法について、児童発達支援管理責任者は

熟知しておくとともに従業者に周知徹底

しておく必要がある。 

○ 特に常時、医療的ケアを必要とする子

どもに対しては、窒息や気管出血等、生

命に関わる事態への対応を熟知しておく

とともに、従業者に周知徹底しておく必

要がある。 

② 非常災害・防犯対応 

○ 児童発達支援管理責任者は、災害時避

難場所や避難経路について等、非常災害

に関する具体的計画について十分に熟知

し、従業者の理解を徹底しておく必要が

ある。 

●救急搬送等、通院を伴う重大な怪我や

感染症等が発生した場合には、必ず川崎

市へ速やかに報告し、その事故報告書を

川崎市へ提出してください。重大な怪我

や感染症等を事業所内で収めようとする

ことは、重大な隠蔽となってしまいま

す。 

●事業所で定める「事業継続計画

（BCP）」を十分に熟知し、従業者の理

解も促しましょう。 
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○ 定期的な避難、救出その他必要な訓練

では、従業者とともに訓練に当たり、問

題があれば改善を図る。 

○ 障害種別や障害特性ごとの災害時対応

について理解しておき、子どもごとの放

課後等デイサービス計画に災害時の対応

について記載しておく。特に医療的ケア

が必要な子どもについては、保護者や主

治医等との間で災害発生時の対応につい

て、綿密に意思疎通を図っておく。 

○ 子どもが犯罪に巻き込まれないよう、

事業所として防犯マニュアルの策定や、

地域の関係機関・団体と連携しての見守

り活動、子ども自身が自らの安全を確保

できるような学習支援等の防犯への取組

が必要である。 

③ 虐待防止の取組 

○ 児童発達支援管理責任者は、事業所の

虐待防止マネージャーとして、研修や虐

待防止チェックリストの実施等、具体的

な虐待防止への取組を進めるとともに、

自ら虐待防止研修を積極的に受講する等

により、児童虐待防止法、障害者虐待防

止法の趣旨と通報制度等を理解し、虐待

の防止への取組を進める必要がある。特

に、「障害者福祉施設・事業所における

障害者虐待の防止と対応の手引き」は必

ず読むようにする。各都道府県で実施す

る虐待防止や権利擁護に関する研修を受

講した場合には、放課後等デイサービス

●防災訓練は定期的に、かつ、全員が参

加できるように行いましょう。想定外の

事象への対応にパニック等を起こしやす

いことを鑑みて、繰り返し行いましょ

う。また、曜日ごとに来る子どもが違う

ことや、非常勤の従業者が対応すること

が想定されるため、訓練は全員が参加で

きるように行いましょう。また、訓練の

実施に当たって、地域住民の参加が得ら

れるよう連携に努めましょう。 

●事業所で被災した時の対応について

は、必ず保護者に説明をしてください。 

●重大な災害の発生や台風の接近等で、

学校が休校や下校時刻を早める判断をす

ることもあります。日頃から、学校との

連絡体制を構築しておきましょう。 

●従業者による子どもへの虐待防止のた

め、具体的な虐待防止への取組みをすす

めましょう。次の資料は従業者全員が必

ず読んでください。 

・障害者福祉施設・事業所における障害

者虐待の防止と対応の手引き（厚生労働

省） 

・川崎市障害者虐待対応マニュアル 

特に虐待防止は、虐待そのものだけでは

なく、「虐待につながりかねない支

援」、「虐待を疑われる支援」について

の理解を深めることが重要です。障害特

性への理解の未熟さから、漫然と支援を

行っていることが知らず知らずのうちに

「虐待につながりかねない支援」となっ
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事業所で伝達研修を実施することが重要

である。 

○ 児童発達支援管理責任者及び従業者

が、虐待を発見しやすい立場にあること

を認識し、子どもの状態の変化や保護者

の態度等の観察や情報収集により、虐待

の早期発見に努める必要がある。 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含

む。）からの虐待（特に性的虐待）は、

密室化した場所で起こりやすいことか

ら、送迎の車内を含め、密室化した場所

を極力作らないよう、常に周囲の目が届

く範囲で支援を実施する必要がある。 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含

む。）から虐待受けたと思われる子ども

を発見した場合（相談を受けて虐待と認

識した場合を含む。）は、障害者虐待防

止法第１６条に規定されている通報義務

に基づき、通所給付決定をした市区町村

の窓口に通報する。この時に、市区町村

に通報することなく、事業所の中だけで

事実確認を進め、事態を収束させてしま

ていることが多いです。虐待の判断に

「自覚」は問いません。 

支援について常に振り返ることが重要で

す。「これでいいだろう」ではなく「こ

れでいいだろうか」という視点を大切に

しましょう。 

虐待防止啓発のための定期的な研修は、

虐待そのものだけではなく、上記の視点

をもつための研修としましょう。 

●虐待の防止を推進するための対策を検

討する委員会の開催及びその結果を従業

者へ周知していきましょう。 

【参考】虐待防止関係法令 

・児童虐待防止等に関する法律（平成１

２年法律第８２号） 

・障害者虐待の防止、障害者の養護者に

対する支援等に関する法律（平成２３年

法律第７９号） 

・川崎市指定通所支援の事業等の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例（平

成２４年１２月１４日条例第５４号）第

４条第２項、第４項、第７９条で準用す

る第４５条及び第４６条 

●虐待（特に性的虐待）は、密室化した

場所で起こりやすいことから、不必要に

密室化した場所を作らない支援をしまし

ょう。特に次の場面では十分注意してく

ださい。 

＜送迎＞ 

複数対応を心がけましょう。車内で子

どもと１対１となることは、虐待を疑わ

れることを意識する必要があります。介

助等の必要のない自立した子どもであっ

ても同様です。 

＜排泄介助＞ 

排泄介助は、原則、同性介助としてく

ださい。ただし、同性に対する性的虐待
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うと通報義務に反することとなるため、

必ず市区町村に通報した上で行政と連携

して対応を進める必要がある。 

○ 保護者による虐待については、相談支

援やカウンセリング等で未然防止に努め

る必要がある。 

○ 保護者による虐待を発見した場合は、

児童虐待防止法第６条に規定されている

通報義務に基づき、市区町村、都道府県

の設置する福祉事務所又は児童相談所等

へ速やかに通告する必要がある。虐待等

により福祉的介入が必要とされるケース

については、市区町村等が設置する要保

護児童対策地域協議会等を活用しなが

ら、児童相談所、市区町村の児童虐待対

応窓口や保健所等の関係機関・団体と連

携して対応を図っていくことが求められ

る。 

も発生しうるため、支援の状況は常にチ

ェックし合うことが必要です。 

＜個人の携帯電話の取扱い＞ 

・業務中は、個人の携帯電話は使用しな

いでください。 

・従業者と子どもとの個人の携帯電話で

のやりとり、特にSNSは極力回避してく

ださい。 

従業者と子どもは、専門的な職務上の関

係です。関係性や距離の取り方などは、

それらを踏まえた対応とするべきもので

す。個人的なメールやSNSのやりとり

は、不適切・不必要なつながりのツール

となり、性的虐待につながる可能性があ

ることを十分自覚してください。 

●虐待を受けた、又は疑いのある子ども

を発見した場合、それがどこで誰に受け

た虐待であろうとも、児童虐待防止法に

基づき、児童相談所に通報をする義務が

あります。通報をしなかった場合、障害

者虐待防止法の通報義務に反することに

なります。 

●事業所は、保護者による虐待及びその

疑いにも気を配る立場であることを自覚

しましょう。 
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④ 身体拘束への対応 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含

む。）が自分の体で利用者を押さえつけ

て行動を制限することや、自分の意思で

開けることのできない居室等に隔離する

こと等は身体拘束に当たり、緊急やむを

得ない場合を除き禁止されている。 

○ やむを得ず身体拘束を行う場合は、切

迫性、非代替性、一時性が要件となる

が、身体拘束の検討が必要なケースにつ

いては、代替性がないか等について慎重

に検討した上で、それでもなお、身体拘

束を行わざるを得ない事態が想定される

場合には、いかなる場合にどのような形

で身体拘束を行うかについて組織的に決

定する必要がある。放課後等デイサービ

ス計画に身体拘束が必要となる状況、身

体拘束の態様・時間等について、子ども

や保護者に事前に十分に説明をし、了解

を得た上で記載することが必要である。

○ 身体拘束を行った場合には、その様態

及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由等必要な事

●身体拘束その他障害児の行動を制限す

る行為は、それをしなければ命にかかわ

る等、緊急の場合を除き禁止です。 

＜身体拘束等の具体例＞ 

・体幹や四肢をひも等で縛る 

・ミトン型の手袋やつなぎ服等を装着さ

せる 

・向精神薬を過剰に服薬させる 

●やむを得ず身体拘束等を行う場合は、

切迫性・非代替性・一時性の３点で、慎

重に検討し、判断します。 

＜切迫性＞ 

本人、他児又は従業者の生命が危険にさ

らされる、又は恐れがある瞬間 

＜非代替性＞ 

その行動以外に代替する方法がない場合

＜一時性＞ 

身体拘束等による行動制限が一時的であ

る場合 

例）外出支援で赤信号を待っていた

ら、その子が好きな救急車が通り、

飛び出して車にひかれそうになった

ため、抑えて歩道に戻した。 

●やむを得ず身体拘束等をする際の検討

は、個人で判断してはなりません。 

・個別支援会議などにおいて組織として

検討・決定し、「緊急やむを得ない理

由」「身体拘束の態様や時間」を支援計

画に入れてください。 

・保護者との面談を行い、支援に対する

保護者の同意を得てください。 

・カンファレンス記録、面談記録、保護

者同意書は必ず残します。必要な記録が

無い場合、運営基準違反となります。 

●身体拘束等を行った場合、 

・行った担当者 

・その時の子どもの心身の状況 
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項の記録をとることを従業者に指示しな

ければならない。なお、必要な記録がさ

れていない場合は、運営基準違反となる

ことを認識しておく必要がある。 

⑤ 衛生・健康管理 

○ 感染症の予防や健康維持のため、従業

者に対し常に清潔を心がけさせ、手洗

い、うがい、手指消毒の励行、換気等の

衛生管理を徹底することが必要である。

○ 感染症又は食中毒が発生した場合や排

泄物や嘔吐物等に関する処理方法につい

て対応マニュアルを熟知し、マニュアル

に沿って対応する。また、従業者にマニ

ュアルの周知徹底することが必要であ

る。 

○ 食物アレルギーのある子どもについて

は、医師の指示書に基づき、食事やおや

つ提供する際に、除去食や制限食で対応

できる体制を整えることが必要である。

・緊急やむを得ない理由 

等、必ず記録を残し、保護者へも報告し

ます。 

また、子どもに関わる区役所、学校、医

療機関、他事業所、保護者と定期的にカ

ンファレンスを行いましょう。 

例え同意が取れていても、漫然と拘束を

繰り返さないよう、常に支援方法の検討

を行ってください。 

●身体拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会の開催及びその結果を従業

者へ周知していくこと、適正化のための

指針の整備、適正化のための研修を定期

的に実施していきましょう。 

●衛生管理に際し、新型コロナウイルス

感染症をはじめとする感染症発生時ごと

の予防マニュアル及び起こった場合のマ

ニュアルの整備が必要です。 

●事業所で感染者が確認された場合は、

川崎市への連絡だけでなく、各区役所保

健福祉センター衛生課へ連絡し、感染症

発生時の指導を求めてください。 

●感染症により学校が休校となった際

の、学校や保護者との連絡体制を整備し

ておいてください。 

●おやつや食事の提供時、アレルギー対

応が必要な子どもについては細心の注意

を払いましょう。子どもが、自身のアレ

ルギーについて理解ができていないこと

もあるため、おやつ等の提供の方法にも

工夫が必要です（準備する場面を子ども

に見せないようにする、等）。 

●アナフィラキシーショック等の場合

は、救急搬送となります。医療機関との

連絡体制も構築しておく必要がありま

す。川崎市への連絡は必ず行ってくださ

い。 
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⑥ 安全確保 

○ サービス提供中に起きる事故やケガを

防止するために、室内や屋外の環境の安

全性について毎日点検し、必要な補修等

を行って、危険を排除することが必要で

ある。 

○ 児童発達支援管理責任者は、発生した

事故事例や、事故につながりそうな事例

の情報を収集し、ヒヤリハット事例集を

作成し、従業者間で共有することが望ま

しい。 

⑦ 秘密保持等 

○ 従業者（実習生やボランティアを含

む。）に対しては、秘密保持等の指導的

役割を果たすことが求められる。 

○ 関係機関・団体に子ども又は保護者に

関する情報を提供する際は、あらかじめ

文書により保護者の同意を得させておか

なければならない。また、ホームページ

や会報等に子ども又は保護者の写真や氏

名を掲載する際には、保護者の許諾を得

ることが必要である。 

○ 児童発達支援管理責任者は、その職を

辞した後も含めて、正当な理由がなく業

務上知り得た子どもや保護者の秘密を漏

らしてはならない。

●事故報告書やヒヤリハットの記録は必

ず保管してください。また、これらを使

った再発防止研修を必ず定期的に行いま

しょう。 

●特に写真の掲載については、あらかじ

め子ども及び保護者の意向を確認した上

で、署名を残してください。 

⑧その他 

業務の効率化や感染症の感染等防止の観

点から、通所支援計画作成のための会議

等について、テレビ電話装置などを活用

して行うことができることとします。 
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４ 従業者向けガイドライン

従業者は、放課後等デイサービス計画に

基づき、子どもの心身の状況に応じて、適

切な技術を持って、支援を行う役割があ

る。 

●従業者は、雇用形態、勤続年数又は保

有資格等を問わず、児童発達支援管理責

任者が立てた通所支援計画を理解し、こ

れに基づいた支援を適切に実施する役割

があります。 

さらに、常に最前線で子どもの状態や

安全には細かく気を配る必要があり、少

しでも変調を認めた場合には速やかに報

告や必要な対応を行うなど、臨機応変な

動きも求められます。 

（１）子どものニーズに応じた適切な支援

の提供と支援の質の向上 
（川崎市の解釈） 

① 放課後等デイサービス計画に基づくＰ

ＤＣＡサイクル等による適切な支援の提

供 

ア 障害児支援利用計画及び放課後等デ

イサービス計画の理解 

○ 障害児相談支援事業所が作成する障

害児支援利用計画は、相談支援専門員

が総合的な援助方針や解決すべき課題

を踏まえ最も適切なサービスの組合せ

等について検討し、子ども又は保護者

の同意のもと作成するものである。 

放課後等デイサービス事業所の放課

後等デイサービス計画は、児童発達支

援管理責任者が、障害児支援利用計画

における総合的な援助方針等を踏ま

え、当該事業所が提供するサービスの

適切な支援内容等について検討し、子

ども又は保護者の同意のもと作成する

ものである。両計画が連動して機能す

ることによって、子どもに対する支援

がより良いものとなっていくものであ

り、この連動の重要性を認識しておく

必要がある。 

●放課後等デイサービスは、外部機関と

の連携が欠かせないサービスです。具体

的には、 

・学校や区役所等が主催する合同カンフ

ァレンスへ参加 

・必要があれば自ら主体的にカンファレ

ンスを開催又は管理者や児童発達支援管

理責任者に開催を要請するなど、積極的

な連携 
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○ 従業者は、放課後等デイサービス計

画の作成・モニタリング・変更に際し

ては積極的に関与するとともに、利用

している子どもの障害児支援利用計画

と放課後等デイサービス計画の内容に

ついて熟知し、日々の支援を行う必要

がある。 

イ 従業者間での意思の疎通、支援内容

の共有 

○ 支援開始前には従業者間で必ず打合

せを実施し、その日行われる支援の内

容や、役割分担について把握する。 

○ 他の従業者と常に意思の疎通を図

り、円滑なコミュニケ―ションがとれ

るよう努める。 

○ 支援終了後の打合せを実施し、その

日の支援の振り返りを行い、子どもや

保護者との関わりで気付いた点や気に

なったことについて、従業者間で共有

する。 

ウ 支援提供に際しての工夫 

○ 従業者は、本ガイドラインの総則に

記載されている放課後等デイサービス

の基本的役割、基本姿勢等を十分に理

解した上で支援を行う。 

○ 従業者は、子どもの発達と発達支援

に関する専門的知識、技術及び判断を

持って、子どもの発達支援を行うとと

もに、保護者に対して発達支援に関す

るサポートを行う。 

○ 従業者は、児童発達支援管理責任者

が作成するタイムテーブルに沿って、

それぞれの子どもたちの障害種別、障

害特性、発達段階、生活状況や課題に

細やかに配慮しながら支援を行う。 

●児童発達支援管理責任者が支援の提供

に当たる担当者等を招集して行う会議に

はできる限り参加し、通所支援計画の策

定に積極的に関わりましょう。通所支援

計画に基づいたサービスが提供されるこ

とが必要です。 

●疑問点や困難に感じた点などは個人で

抱え込まず、チームで対応しましょう。 

●自らの支援に終始せず、他従業者の対

応等にも目を配りましょう。状況によっ

ては手を差し伸べたり、管理者や児童発

達支援管理責任者に報告したりすること

が必要となる場合があります。 

●保護者にとっては皆様がプロの従業者

です、「パート」や「社員」といった区別

はありません。雇用形態等に関わらず、

責任ある対応をしましょう。 
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○ 従業者は、活動プログラムの作成に

積極的に関与する。 

○ 医療的ケアが必要な子どもに対し

て、常に体調への配慮を行う。特に重

度の障害がある子どもには、活動プロ

グラムごとに休息を交えながら支援し

ていくよう注意する。 

○ 視覚障害や聴覚障害等の障害種別に

応じて、設備・備品への配慮のほか、

子どもや保護者との意思の疎通、情報

伝達のための手話等による配慮が必要

である。 

エ 支援提供記録 

○ 従業者は、その日行った支援の手

順、内容、利用者の反応や気付きにつ

いて、記録をとらなければならない。

支援提供記録を正しくとることを通し

て、その日行った自らの言動や子ども

の様子・反応をふりかえり、放課後等

デイサービス計画に沿って支援が行わ

れているか、放課後等デイサービス計

画で掲げた目標が達成されつつあるか

等について支援提供を検証し、支援の

改善や自らのスキルアップにつなげて

いく。 

オ 事業所全体の業務改善サイクルへの

積極的関与 

○ 事業所の目的及び運営方針をはじめ

とした運営規程の内容を十分に理解し

て職務に従事する。 

○ 従業者は、ＰＤＣＡサイクルによる

事業所全体の業務改善の取組に積極的

に関与し、事業運営方針の設定や見直

し、業務改善の目標設定とその振り返

り、本ガイドラインに基づく事業所の

自己評価の実施や利用者の意向の把握

●記録は自分だけの備忘録ではなく、他

の人に見せるものであるという意識を持

ってください。簡潔で読みやすく、誰が

手にしても客観的事実を正しく読み取れ

るように記入しましょう。 
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等について協力・貢献することが求め

られる。 

② 研修受講等による知識・技術の向上 

○ 放課後等デイサービスを適切に提供

する上で、放課後等デイサービスが期

待される役割、子どもの発達段階ごと

の特性、障害種別・障害特性、関連す

る制度の仕組み、関係機関・団体の役

割、児童虐待への対応、障害者の権利

に関する条約等を理解することが重要

である。 

○ 障害種別や障害特性に応じた支援や

発達段階に応じた支援、家族支援等に

係る適切な技術を従業者が習得するこ

とが、子どもの発達支援や二次障害の

予防、子どもの育つ家庭での生活を支

える視点から重要である。 

○ 従業者の知識・技術の向上は、放課

後等デイサービスの提供内容の向上に

直結するものであることを理解し、実

務能力の向上のために、事業所内で開

催される研修等に積極的に受講するこ

とが求められる。 

○ 知識･技術の習得に関する具体的な

計画を立てる等により、将来に対する

見通しを持ちながら研修等を受講して

いくよう心がける。 

③ 関係機関・団体や保護者との連携 

ア 障害児相談支援事業者等との連携 

○ サービス担当者会議に参画する場合

においては、障害児支援利用計画案に

位置づけられた放課後等デイサービス

事業所として期待される役割を確認す

るとともに、障害のある子どもが、他

の子どもや地域社会から安易に隔離さ

れないための配慮等、子どもの最善の

●この事業に従事するには、多角的な視

点が求められます。障害理解はもちろ

ん、子どもの発達段階や家族支援など、

様々な知識の習得に努めましょう。 

●事業所内外で開催される研修を、積極

的に受講しましょう。 

●相談支援専門員が開催するサービス担

当者会議への招集に対しては、緊急時等

の例外を除き、できる限り協力してくだ

さい。 

サービス担当者会議での方針に沿った

支援が提供されるよう、支援方針は事業

所内全従業者で必ず共有しましょう。 
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利益の観点から意見を述べることが重

要である。障害児支援利用計画のモニ

タリング時には、その時点までの放課

後等デイサービスの提供状況を踏まえ

て、課題への達成度や気づきの点等の

情報を積極的に述べることが重要であ

る。 

イ 学校との連携 

○ 子どもに必要な支援を行う上で、学

校との役割分担を明確にし、連携を積

極的に図る必要がある。 

○ 学校で作成される個別の教育支援計

画等の内容を把握しておくとともに、

学校から提供された各種の情報を理解

し、本人の状態や支援の方法、留意

点、学校の行事予定等について把握し

ておく。 

○ 子どもの学校から事業所への送迎に

際しては、送迎リストの内容や送迎時

の学校側とのルールを事前に把握し、

送迎時には身分証明書を学校側の担当

者に見せる等確認を取ってから、子ど

もを事業所に送っていくことを徹底す

る。 

○ 下校時のトラブルや子どもの病気・

事故の際の連絡体制について、事前に

把握しておく。 

○ 医療的ケアの情報や、気になること

があった場合の情報等を、保護者の同

意のもと、連絡ノート等を通して学校

との間で共有する。 

●学校とは、相互に支援方針や内容を共

有していくことに努めましょう。その場

合の学校の窓口は 

・担任教師 

・児童支援コーディネーター（小学生） 

・特別支援教育コーディネーター（中学

生） 

等が挙げられますが、学校により異なる

ため、事前に確認をしておきましょう。 

●学校との関係では、狭い敷地内に人と

車が集中する送迎時に、特にトラブルが

発生しやすいです。 

送迎時の対応については、事前に保護

者及び各学校と調整しましょう。学校に

十分な説明をしない場合、子どもへの安

全への配慮から、学校へ迎えに行くこと

が全面的に禁止となる可能性もありま

す。その際、学校による個々の状況も鑑

みて調整を行う必要があります。 

送迎時の対応については、特に次の点

については徹底しましょう。 

＜学校との連携＞ 

・連絡体制の確立 

・身分証の携帯（「顔写真付社員証」等） 

・学校の周辺環境への配慮（長時間の路

上駐車、無断駐車、騒音等） 

・下校時の事故等への配慮（従業者の複

数体制、車中に子どもを長時間置き去り

にしない等） 
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ウ 保育所・児童発達支援事業所との連

 携 

○ 子どもの発達支援の連続性を保障す

るため、就学前に利用していた保育所

等や児童発達支援事業所等で行われて

いた支援内容について理解しておくこ

とが望ましい。 

エ 他の放課後等デイサービス事業所等

との連携 

○ 発達支援上の必要性により、他の放

課後等デイサービス事業所等を併行利

用する子どもについて、支援内容を相

互に理解しておくため、保護者の了解

を得た上で、当該他の事業所との間

で、相互の個別支援計画の内容等を理

解しておく。 

オ 放課後児童クラブ等との連携 

○ 地域の放課後児童クラブや放課後子

供教室と連携し、併行利用している子

どもがいる場合は、放課後児童クラブ

等における支援内容について理解して

おく。 

カ 保護者との連携 

○ 学校への子どもの出欠や帰宅の状況

について、保護者との連絡のもとに確

実に確認することが必要である。 

○ 医療的ケアの情報や、気になること

があった場合の情報等を連絡ノート等

・事業所を利用している子ども以外も含

めた安全への配慮 

＜安全に配慮した送迎体制＞ 

・送迎中、事業所内にも従業者を配置 

・子どもの心身に無理のない送迎ルート

（あまりにも広範囲すぎないこと） 

・２名以上の送迎体制 

●他の事業所との連携が求められます。

特に、他の放課後等デイサービスを併用

している子どもについては、保護者の同

意を得た上で、支援の情報共有をし、可

能な限り、合同カンファレンス等の機会

を設けましょう。また、支援技術の向上

のためにも、事業所運営についての情報

交換を行うことも望ましいです。 

●子どもの成長を支える事業として、保

護者との連携は欠かせません。事業所側

からも積極的に、直接会って話す機会を

提供できるよう心掛けましょう。 

●保護者の要望だけに応えるのではな

く、子どもの発達をサポートする立場か
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を通じて保護者と共有する等、日頃か

ら子どもの状況を保護者と伝えあい、

子どもの発達の状況や課題について共

通理解を持つように努める。また、必

要に応じて、家庭内での養育等につい

て、児童発達支援管理責任者の指導の

下、ペアレント・トレーニング等活用

しながら、子どもの育ちを支える力を

つけられるよう支援したり、環境整備

等の支援を行ったりすることが考えら

れる。 

ら、関係機関全体で保護者を支援する視

点を持ちましょう。 

（２）子どもと保護者に対する説明責任等 （川崎市の解釈） 

① 保護者に対する相談支援等 

○ 児童発達支援管理責任者の指導の

下、保護者が悩み等を自分だけで抱え

込まないように、保護者からの相談に

応じ、信頼関係を築きながら、保護者

の困惑や将来の不安を受け止め、専門

的な助言を行うことが必要である。例

えば、保護者との定期的な面談（最低

限モニタリング時に実施することが望

ましい）や訪問相談等を通じて、子育

ての悩み等に対する相談を行ったり、

子どもの障害について保護者の理解が

促されるような支援を行うことが望ま

しい。 

② 苦情解決対応 

○ 放課後等デイサービスに対する子ど

もや保護者からの苦情（虐待に関する

相談も含む）については、設置者・管

理者と児童発達支援管理責任者の指導

の下、適切な対応を図る必要がある。

●出る苦情にただ漫然と対応することが

苦情対応ではありません。単に苦情がゼ

ロになればいいというものではなく、

「苦情をいかに次の支援につなげるか」

という視点を持った上で対処しましょ

う。苦情が事業所内で共有され、改善に

つながっているという実感を持ってもら

えることが、保護者との信頼関係を構築

する上では重要となります。 
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（３）緊急時の対応と法令遵守等 （川崎市の解釈） 

① 緊急時対応 

○ 子どもの事故やケガ、健康状態の急

変が生じた場合は、事業所で作成され

た「緊急事態への対応マニュアル」に

沿って、速やかに保護者、協力医療機

関及び主治医への連絡を行う等の必要

な措置を講じなければならない。緊急

時における対応方法については理解

し、予め設定された役割を実行できる

ように訓練しておく。 

○ 特に、医療的ケアを必要とする子ど

もに対しては、窒息や気管出血等、生

命に関わる事態への対応を理解し、実

践できるようにしておく必要がある。

② 非常災害・防犯対応 

○ 従業者は、災害時避難場所や避難経

路等、非常災害に関する具体的計画に

ついて十分に熟知し、非常災害時に子

どもたちを誘導できるよう、定期的に

訓練しておく。 

○ 障害種別や障害特性ごとの災害時対

応について理解しておき、子どもごと

の放課後等デイサービス計画に災害時

の対応について記載されている内容を

理解しておく。特に医療的ケアが必要

な子どもについては、保護者や主治医

等との間で災害発生時の対応につい

て、綿密に意思疎通を図っておく。 

○ 子どもが犯罪に巻き込まれないよ

う、事業所が策定する防犯マニュアル

の内容を理解し、地域の関係機関・団

体と連携しての見守り活動、子ども自

●救急搬送等、通院を伴う重大な怪我や

感染症等が発生した場合には、必ず川崎

市へ速やかに報告し、その事故報告書を

川崎市へ提出してください。重大な怪我

や感染症等を事業所内で収めようとする

ことは、重大な隠蔽となってしまいま

す。 

●事業所で定める「事業継続計画

（BCP）」に必ず目を通し、十分に熟知

しておきましょう。 

●防災訓練は定期的に、かつ、全員が参

加できるように行いましょう。想定外の

事象への対応にパニック等を起こしやす

いことを鑑みて、繰り返し行いましょ

う。また、曜日ごとに来る子どもが違う

ことや、非常勤の従業者が対応すること

が想定されるため、訓練は全員が参加で

きるように行いましょう。 

●事業所で被災した時の対応について

は、必ず保護者に説明をしてください。 

●重大な災害の発生や台風の接近等で、

学校が休校や下校時刻を早める判断をす

ることもあります。日頃から、学校との

連絡体制を構築しておきましょう。 
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身が自らの安全を確保できるような学

習支援等の防犯への取組に対して児童

発達支援管理責任者の指導の下、取り

組む必要がある。 

③ 虐待防止の取組 

○ 事業所内で実施される虐待防止研修

や自治体が実施する虐待防止研修等を

積極的に受講する、「障害者福祉施

設・事業所における障害者虐待の防止

と対応の手引き」を必ず読む等によ

り、児童虐待防止法や障害者虐待防止

法の趣旨と通報制度等を理解し、発生

予防に努める。 

○ 各都道府県で実施する虐待防止や権

利擁護に関する研修を受講した場合に

は、放課後等デイサービス事業所で伝

達研修を実施することが重要である。

○ 従業者が虐待を発見しやすい立場に

あることを認識し、子どもの状態の変

化や保護者の態度等の観察や情報収集

により、虐待の早期発見に努める必要

がある。 

●従業者による子どもへの虐待防止のた

め、具体的な虐待防止への取組みをすす

めましょう。次の資料は従業者全員が必

ず読んでください。 

・障害者福祉施設・事業所における障害

者虐待の防止と対応の手引き（厚生労働

省） 

・川崎市障害者虐待対応マニュアル 

特に虐待防止は、虐待そのものだけでは

なく、「虐待につながりかねない支

援」、「虐待を疑われる支援」について

の理解を深めることが重要です。障害特

性への理解の未熟さから、漫然と支援を

行っていることが知らず知らずのうちに

「虐待につながりかねない支援」となっ

ていることが多いです。虐待の判断に

「自覚」は問いません。 

支援について常に振り返ることが重要で

す。「これでいいだろう」ではなく「こ

れでいいだろうか」という視点を大切に

しましょう。 

虐待防止啓発のための定期的な研修は、

虐待そのものだけではなく、上記の視点

をもつための研修としましょう。 

●虐待の防止を推進するための対策を検

討する委員会の開催及びその結果が従業

者へ周知されていくことになりますの

で、必要な情報として把握するようにし

ましょう。 

【参考】虐待防止関係法令 

・児童虐待防止等に関する法律（平成１

２年法律第８２号） 
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○ 従業者等（実習生やボランティアを

含む。）からの虐待（特に性的虐待）

は密室化した場所で起こりやすいこと

から、送迎の車内を含め、密室化した

場所を極力作らないよう、常に周囲の

目が届く範囲で支援を実施する必要が

ある。 

○ 従業者等（実習生やボランティアを

含む。）から虐待を受けたと思われる

子どもを発見した場合（相談を受けて

虐待と認識した場合も含む。）は、障

害者虐待防止法第１６条に規定されて

いる通報義務に基づき、支給決定をし

た市区町村の窓口に通報する。この時

に、市区町村に通報することなく、事

業所の中だけで事実確認を進め、事態

を収束させてしまうと通報義務に反す

ることとなるため、必ず市区町村に通

報した上で行政と連携して対応を進め

る必要がある。 

・障害者虐待の防止、障害者の養護者に

対する支援等に関する法律（平成２３年

法律第７９号） 

・川崎市指定通所支援の事業等の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例（平

成２４年１２月１４日条例第５４号）第

４条第２項、第４項、第７９条で準用す

る第４５条及び第４６条 

●虐待（特に性的虐待）は、密室化した

場所で起こりやすいことから、不必要に

密室化した場所を作らない支援をしまし

ょう。特に次の場面では十分注意してく

ださい。 

＜送迎＞ 

複数対応を心がけましょう。車内で子

どもと１対１となることは、虐待を疑わ

れることを意識する必要があります。介

助等の必要のない自立した子どもであっ

ても同様です。 

＜排泄介助＞ 

排泄介助は、原則、同性介助としてく

ださい。ただし、同性に対する性的虐待

も発生しうるため、支援の状況は常にチ

ェックし合うことが必要です。 

＜個人の携帯電話の取扱い＞ 

・業務中は、個人の携帯電話は使用しな

いでください。 

・従業者と子どもとの個人の携帯電話で

のやりとり、特にSNSは極力回避してく

ださい。 

従業者と子どもは、専門的な職務上の関

係です。関係性や距離の取り方などは、

それらを踏まえた対応とするべきもので

す。個人的なメールやSNSのやりとり

は、不適切・不必要なつながりのツール

となり、性的虐待につながる可能性があ

ることを十分自覚してください。 
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○ 保護者による虐待については、相談

支援やカウンセリング等で未然防止に

努める必要がある。 

○ 保護者による虐待を発見した場合

は、児童虐待防止法第６条に規定され

ている通報義務に基づき、市区町村、

都道府県の設置する福祉事務所又は児

童相談所等へ速やかに通告する。虐待

等により福祉的介入が必要とされるケ

ースについては、市区町村等が設置す

る要保護児童対策地域協議会等を活用

しながら、児童相談所、市区町村の児

童虐待対応窓口や保健所等の関係機

関・団体と連携して対応を図っていく

ことが求められる。 

④ 身体拘束への対応 

○ 従業者等（実習生やボランティアを

含む。）が自分の体で利用者を押さえ

つけて行動を制限することや、自分の

意思で開けることのできない居室等に

隔離すること等は身体拘束に当たり、

緊急やむを得ない場合を除き禁止され

ている。 

○ やむを得ず身体拘束を行う場合は、

切迫性、非代替性、一時性が要件とな

るが、身体拘束の検討が必要なケース

については、代替性がないか等につい

て慎重に検討した上で、それでもな

お、身体拘束を行わざるを得ない事態

が想定される場合には、いかなる場合

●虐待を受けた、又は疑いのある子ども

を発見した場合、それがどこで誰に受け

た虐待であろうとも、児童虐待防止法に

基づき、児童相談所に通報をする義務が

あります。通報をしなかった場合、障害

者虐待防止法の通報義務に反することに

なります。 

●事業所は、保護者による虐待及びその

疑いにも気を配る立場であることを自覚

しましょう。 

●身体拘束その他障害児の行動を制限す

る行為は、それをしなければ命にかかわ

る等、緊急の場合を除き禁止です。 

＜身体拘束等の具体例＞ 

・体幹や四肢をひも等で縛る 

・ミトン型の手袋やつなぎ服等を装着さ

せる 

・向精神薬を過剰に服薬させる 

●やむを得ず身体拘束等を行う場合は、

切迫性・非代替性・一時性の３点で、慎

重に検討し、判断します。 

＜切迫性＞ 

本人、他児又は従業者の生命が危険にさ

らされる、又は恐れがある瞬間 

＜非代替性＞ 
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にどのような形で身体拘束を行うかに

ついて組織的に決定する必要がある。

放課後等デイサービス計画に身体拘束

が必要となる状況、身体拘束の態様・

時間等について、子どもや保護者に事

前に十分に説明をし、了解を得た上で

記載されていることが必要である。 

○ 身体拘束を行った場合には、その様

態及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由等必

要な事項を記録する。なお、必要な記

録を行っていない場合は、運営基準違

反となることを認識しておく必要があ

る。 

その行動以外に代替する方法がない場合

＜一時性＞ 

身体拘束等による行動制限が一時的であ

る場合 

例）外出支援で赤信号を待っていた

ら、その子が好きな救急車が通り、

飛び出して車にひかれそうになった

ため、抑えて歩道に戻した。 

●やむを得ず身体拘束等をする際の検討

は、個人で判断してはなりません。 

・個別支援会議などにおいて組織として

検討・決定し、「緊急やむを得ない理

由」「身体拘束の態様や時間」を支援計

画に入れてください。 

・保護者との面談を行い、支援に対する

保護者の同意を得てください。 

・カンファレンス記録、面談記録、保護

者同意書は必ず残します。必要な記録が

無い場合、運営基準違反となります。 

●身体拘束等を行った場合、 

・行った担当者 

・その時の子どもの心身の状況 

・緊急やむを得ない理由 

等、必ず記録を残し、保護者へも報告し

ます。 

また、子どもに関わる区役所、学校、医

療機関、他事業所、保護者と定期的にカ

ンファレンスを行いましょう。 

例え同意が取れていても、漫然と拘束を

繰り返さないよう、常に支援方法の検討

を行ってください。 

●身体拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会の開催及びその結果が従業

者へ周知されていくことになりますの

で、必要な情報として把握するようにし

ましょう。また適正化のための研修も定

期的に実施されていきますので、積極的

に受講しましょう。 
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⑤ 衛生管理・健康管理 

○ 感染症の予防や健康維持のため、常

に清潔を心がけ、手洗い、うがい、手

指消毒の励行、換気等の衛生管理を徹

底することが必要である。 

○ 感染症又は食中毒が発生した場合や

排泄物や嘔吐物等に関する処理方法に

ついて対応マニュアルを熟知し、マニ

ュアルに沿って対応する。 

○ 食物アレルギーのある子どもについ

ては、医師の指示書に基づき、食事や

おやつ提供する際に、除去食や制限食

で対応する。 

⑥ 安全確保 

○ 日常の生活・遊びの中で起きる事故

やケガを防止するために、室内や屋外

の環境の安全性について、毎日点検

し、必要な補修等を行って、危険を排

除することが必要である。 

○ ヒヤリハット事例集作成に協力し、

内容を理解し実施する。 

⑦ 秘密保持等 

●衛生管理に際し、新型コロナウイルス

感染症をはじめとする感染症発生時ごと

の予防マニュアル及び起こった場合のマ

ニュアルの整備が必要です。 

●事業所で感染者が確認された場合は、

川崎市への連絡だけでなく、各区役所保

健福祉センター衛生課へ連絡し、感染症

発生時の指導を求めてください。 

●感染症により学校が休校となった際

の、学校や保護者との連絡体制を整備し

ておいてください。 

●おやつや食事の提供時、アレルギー対

応が必要な子どもについては細心の注意

を払いましょう。子どもが、自身のアレ

ルギーについて理解ができていないこと

もあるため、おやつ等の提供の方法にも

工夫が必要です（準備する場面を子ども

に見せないようにする、等）。 

●アナフィラキシーショック等の場合

は、救急搬送となります。医療機関との

連絡体制も構築しておく必要がありま

す。川崎市への連絡は必ず行ってくださ

い。 

●事故報告書やヒヤリハットの記録は必

ず保管してください。また、これらを使

った再発防止研修を必ず定期的に行いま

しょう。 
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○ 従業者は、他人が容易に知り得ない

個人情報を知りうる立場にあり、個人

情報の適正な取扱いが強く求められ

る。 

○ 関係機関・団体に子ども又は保護者

に関する情報を提供する際は、あらか

じめ文書により保護者の同意を得てお

かなければならない。また、ホームペ

ージや会報等に子ども又は保護者の写

真や氏名を掲載する際には、保護者の

許諾を得ることが必要である。 

○ 従業者は、その職を辞した後も含め

て、正当な理由がなく業務上知り得た

子どもや保護者の秘密を漏らしてはな

らない。 

●特に写真の掲載については、あらかじ

め子ども及び保護者の意向を確認した上

で、署名を残してください。 
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厚生労働省ガイドライン 

別添 

「事業者向け放課後等デイサービス自己評価表」及び 

「保護者等向け放課後等デイサービス評価表」について 

○ 放課後等デイサービスガイドライン（以下「ガイドライン」）は、放課後等デイ

サービス事業所における自己評価に活用されることを想定して作成されたものです

が、各事業所で簡易に自己評価を行うことができるよう、ガイドラインの内容を踏

まえた「事業者向け放課後等デイサービス自己評価表」を作成しました。ただし、

この自己評価表を活用してより適切に自己評価を行うために、事業所関係者に対し

ては、ガイドライン本文を熟読することをお薦めします。 

○ さらに、放課後等デイサービスを利用する子どもの保護者等による、ユーザー評

価に活用していただくために、より一層簡素な「保護者等向け放課後等デイサービ

ス評価表」も併せて作成しました。 

○ 上記の２つの評価表はあくまで「雛型」であり、事業所等でこれに適宜加除修正

を行って活用していただくことも可能ですし、どのような形で活用するかも自由で

すが、２つの評価表の基本的な活用方法としては、以下の手順を想定しています。 

ステップ１ 

保護者等によ

る評価 

○事業者から保護者等に対して、「保護者等向け評価表」

を配布してアンケート調査を行う。保護者等からの回答

は集計し、特記事項欄の記述を含めてとりまとめる。

ステップ2 

職員による 

自己評価 

○事業所の職員が「事業者向け放課後等デイサービス自己

評価表」を用いて自己評価を行う。その際、「はい」

「いいえ」などにチェックするだけでなく、各項目につ

いて「課題は何か」「工夫している点は何か」について

記入する。 

ステップ３ 

事業所全体に 

よる自己評価 

○職員から回収した評価表を集計の上、職員全員で討議

し、項目ごとに課題や工夫している点について、認識を

すり合わせる。 

○職員間で認識が共有された課題については、改善目標を

立てる。討議の結果は書面に記録し、職員間で共有す

る。 

○討議に際しては、保護者等に対するアンケート調査結果

も十分に踏まえ、支援の提供者の認識と保護者等の認識

のずれを客観的に分析する。 
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○ 業務改善に真摯に取り組む事業所ほど、公表される自己評価結果には、改善目標

に関する記述が多くなされるものと想定しています。 

○ また、（地域自立支援）協議会や事業者団体において、これら評価表を使った自

己評価結果の事例発表を行う機会を設けるなどにより、自己評価の取組が広がっ

ていくことを期待しています。 

ステップ４ 

自己評価結果

の公表 

○自己評価結果の公表の仕方については、基本的には

「改善目標」や「工夫している点」の主なものについ

て、できるだけ詳細に発信する（「はい」「いいえ」

の数の公表を想定しているものではない）。 

○保護者等のアンケート調査結果は、保護者等にフィー

ドバックする（対外的に公表することまでは前提とし

ない）。 

ステップ１

ステップ5 

支援の改善 
○立てられた改善目標に沿って、支援を改善していく。 
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チェック項目 はい
どちらとも

いえない 
いいえ

改善目標、工夫

している点など

環
境
・
体
制
整
備

① 利用定員が指導訓練室等ス

ペースとの関係で適切であ

るか 

② 職員の配置数は適切である

か 

③ 事業所の設備等について、

バリアフリー化の配慮が適

切になされているか 

業
務
改
善

④ 業務改善を進めるための

PDCA サイクル（目標設定

と振り返り）に、広く職員

が参画しているか 

⑤ 保護者等向け評価表を活用

する等によりアンケート調

査を実施して保護者等の意

向を把握し、業務改善につ

なげているか 

⑥ この自己評価の結果を、事

業所の会報やホームページ

等で公開しているか 

⑦ 第三者による外部評価を行

い、評価結果を業務改善に

つなげているか 

⑧ 職員の資質の向上を行うた

めに、研修の機会を確保し

ているか 

適
切
な
支
援
の
提
供

⑨ アセスメントを適切に行

い、子どもと保護者のニー

ズや課題を客観的に分析し

た上で、放課後等デイサー

ビス計画を作成しているか

⑩ 子どもの適応行動の状況を

図るために、標準化された

アセスメントツールを使用

しているか 

⑪ 活動プログラムの立案をチ

ームで行っているか 

【事業者向け】放課後等デイサービス自己評価表
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⑫ 活動プログラムが固定化し

ないよう工夫しているか 

⑬ 平日、休日、長期休暇に応

じて、課題をきめ細やかに

設定して支援しているか 

⑭ 子どもの状況に応じて、個

別活動と集団活動を適宜組

み合わせて放課後等デイサ

ービス計画を作成している

か 

⑮ 支援開始前には職員間で必

ず打合せをし、その日行わ

れる支援の内容や役割分担

について確認しているか 

⑯ 支援終了後には、職員間で

必ず打合せをし、その日行

われた支援の振り返りを行

い､気付いた点等を共有し

ているか 

⑰ 日々の支援に関して正しく

記録をとることを徹底し、

支援の検証・改善につなげ

ているか 

⑱ 定期的にモニタリングを行

い、放課後等デイサービス

計画の見直しの必要性を判

断しているか 

⑲ ガイドラインの総則の基本

活動を複数組み合わせて支

援を行っているか 

関
係
機
関
や
保
護
者
と
の
連
携

⑳ 障害児相談支援事業所のサ

ービス担当者会議にその子

どもの状況に精通した最も

ふさわしい者が参画してい

るか 

○21 学校との情報共有（年間計

画・行事予定等の交換、子

どもの下校時刻の確認

等）、連絡調整（送迎時の

対応、トラブル発生時の連

絡）を適切に行っているか

○22 医療的ケアが必要な子ども

を受け入れる場合は、子ど

もの主治医等と連絡体制を

整えているか 
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○23 就学前に利用していた保育

所や幼稚園、認定こども

園、児童発達支援事業所等

との間で情報共有と相互理

解に努めているか 

○24 学校を卒業し、放課後等デ

イサービス事業所から障害

福祉サービス事業所等へ移

行する場合、それまでの支

援内容等の情報を提供する

等しているか 

○25 児童発達支援センターや発

達障害者支援センター等の

専門機関と連携し、助言や

研修を受けているか 

○26 わくわくプラザ等との交流

や、障害のない子どもと活

動する機会があるか 

○27 （地域自立支援）協議会等

へ積極的に参加しているか

○28 日頃から子どもの状況を保

護者と伝え合い、子どもの

発達の状況や課題について

共通理解を持っているか 

○29 保護者の対応力の向上を図

る観点から、保護者に対し

てペアレント･トレーニン

グ等の支援を行っているか

保
護
者
へ
の
説
明
責
任
等

○30 運営規程、支援の内容、利

用者負担等について丁寧な

説明を行っているか 

○31 保護者からの子育ての悩み

等に対する相談に適切に応

じ、必要な助言と支援を行

っているか 

○32 父母の会の活動を支援した

り、保護者会等を開催する

等により、保護者同士の連

携を支援しているか 

○33 子どもや保護者からの苦情

について、対応の体制を整

備するとともに、子どもや

保護者に周知し、苦情があ

った場合に迅速かつ適切に

対応しているか 
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○34 定期的に会報等を発行し、

活動概要や行事予定、連絡

体制等の情報を子どもや保

護者に対して発信している

か 

○35 個人情報に十分注意してい

るか 

○36 障害のある子どもや保護者

との意思の疎通や情報伝達

のための配慮をしているか

○37 事業所の行事に地域住民を

招待する等地域に開かれた

事業運営を図っているか 

非
常
時
等
の
対
応

○38 緊急時対応マニュアル、防

犯マニュアル、感染症対応

マニュアルを策定し、職員

や保護者に周知しているか

○39 非常災害の発生に備え、定

期的に避難、救出その他必

要な訓練を行っているか 

○40 虐待を防止するため、職員

の研修機会を確保する等、

適切な対応をしているか 

○41 どのような場合にやむを得

ず身体拘束を行うかについ

て、組織的に決定し、子ど

もや保護者に事前に十分に

説明し了解を得た上で、放

課後等デイサービス計画に

記載しているか 

○42 食物アレルギーのある子ど

もについて、医師の指示書

に基づく対応がされている

か 

○43 ヒヤリハット事例集を作成

して事業所内で共有してい

るか 
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チェック項目 はい
どちらとも

いえない 
いいえ ご意見

環
境
・
体
制
整
備

① 子どもの活動等のスペースが

十分に確保されていますか 

② 職員の配置数や専門性は適切

ですか 

③ 事業所の設備等は、スロープ

や手すりの設置などバリアフ

リー化の配慮が適切になされ

ていますか 

適
切
な
支
援
の
提
供

④ 子どもと保護者のニーズや課

題が客観的に分析された上

で、放課後等デイサービス計

画(i) が作成されていますか 

⑤ 活動プログラム（ii）が固定

化しないよう工夫されていま

すか 

⑥ 放課後児童クラブや児童館と

の交流や、障害のない子ども

と活動する機会がありますか 

保
護
者
へ
の
説
明
等

⑦ 支援の内容、利用者負担等に

ついて丁寧な説明を受けてい

ますか 

⑧ 日頃から子どもの状況を保護

者と伝え合い、子どもの発達

の状況や課題について共通理

解ができていますか 

⑨ 保護者に対して面談や、育児

に関する助言等の支援が行わ

れていますか 

⑩ 父母の会の活動の支援や、保

護者会等の開催等により保護

者同士の連携について支援さ

れていますか 

【保護者等向け】放課後等デイサービス評価表
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⑪ 子どもや保護者からの苦情に

ついて、対応の体制を整備す

るとともに、子どもや保護者

に周知・説明し、苦情があっ

た場合に迅速かつ適切に対応

していますか 

⑫ 子どもや保護者との意思の疎

通や情報伝達のための配慮が

なされていますか 

⑬ 定期的に会報やホームページ

等で、活動概要や行事予定、

連絡体制等の情報や業務に関

する自己評価の結果を子ども

や保護者に対して発信してい

ますか 

⑭ 個人情報に十分注意していま

すか 

非
常
時
等
の
対
応

⑮ 緊急時対応マニュアル、防犯

マニュアル、感染症対応マニ

ュアルを策定し、保護者に周

知・説明されていますか 

⑯ 非常災害の発生に備え、定期

的に避難、救出、その他必要

な訓練が行われていますか 

満
足
度

⑰ 子どもは通所を楽しみにして

いますか 

⑱ 事業所の支援に満足していま

すか 

(i) 放課後等デイサービスを利用する個々の子どもについて、その有する能力、置か

れている環境や日常生活全般の状況に関するアセスメントを通じて、保護者及び子

どもの希望する生活並びに課題等の把握を行い、保護者及び子どもの生活に対する

意向、総合的な支援目標及び達成時期、生活全般の質を向上させるための課題、支

援の具体的内容、支援を提供する上での留意事項などを記載する計画のこと。放課

後等デイサービス事業所の児童発達支援管理責任者が作成する。 

(ii) 事業所の日々の支援の中で、一定の目的を持って行われる個々の活動のこと。

子どもの障害特性や課題、平日／休日／長期休暇の別等に応じて柔軟に組み合わせ

て実施されることが想定されている。 
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